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１ 背景 

本市の市営住宅は、昭和30年代から40年代までの高度経済成長期の住宅需要の拡大に伴い、

昭和 39 年から昭和 50 年代中頃までに大量に供給された。これらの住宅については、そのほと

んどが簡易耐火平屋建て住宅又は簡易耐火二階建て住宅であり、今回策定する計画の期間内に

耐用年数が到来する。 

また、昭和 40 年代前半から建設されている中層耐火住宅についても、経年劣化が進んでいる

ことから、今後、計画的な建替、修繕、改善を行い、耐久性の向上や躯体の劣化軽減を図り、

集会所等共同施設の整備を含む団地の環境整備を行う必要がある。 

 

２ 長寿命化計画の目的 

本市が管理する公営住宅等において、住宅政策の方向性を見直し、団地を長期的に活用して

いくための大規模改修や長寿命化型改善等の具体的方策を検討し、市営住宅等の長寿命化を図

ることを目的とする。 

 

３ 計画期間 

本計画は、平成 33 年度までの 10 年計画とし、前期 5箇年、後期 5箇年の計 10 箇年の計画と

して、団地ごとの事業手法、スケジュール等を定めるなど事業実施のプログラムを策定する。

なお、必要に応じて適宜見直しを行うこととする。 

 

■計画期間のイメージ 
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計画期間後

H34～ 
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１ 光市の住宅事情 

（１）人口・世帯 

本市の人口は増加が続いていたが、昭和 60 年をピークに減少に転じており、人口減少社

会が国全体より早く到来している。一方で、世帯数については増加が続いており、それに伴

い世帯人員は減少して、平成 7年以降は 1世帯あたり 3人を下回っている。 

 

   ■人口・世帯の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

（２）年齢別人口 

5 歳階級別に人口を見ると、平成 22 年時点で 35～39 歳付近と 65～69 歳付近の階級に山

がある。35～39 歳はほぼ横ばいで推移しているのに対し、65～69 歳は微減で推移してい

る。 

 

■年齢別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 
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（３）高齢者 

高齢化率は増加が続いており、平成 22 年においては人口の約 29％が高齢者となってい

る。 

全国の値を上回る状況が続いていたが、平成 22 年には初めて山口県の値も上回るなど、

急激な高齢化が進んでいる。また、高齢者の単身世帯や高齢者の夫婦世帯も年々増加してお

り、平成 22 年では高齢者の単身世帯が 12％、高齢者の夫婦世帯が 13％となり、合わせると

4世帯に 1世帯が高齢者単身又は夫婦世帯となっている。 

 

■高齢化率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

■高齢者世帯の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 
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（４）将来人口 

将来人口の予測では、人口減少がさらに続き、平成 32 年には 5 万人を、平成 42 年には  

4 万 5 千人を割り込むとされている。 

 

   ■将来人口の推計値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査、平成 27 年以降は平成 22 年国勢調査に基づく推計値 

 

■年齢 3区分別人口割合の推計値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

資料：国勢調査、平成 27 年以降は平成 22 年国勢調査に基づく推計値 

      （小数第 2位四捨五入のため、合計が 100％にならない場合があります。）  
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（５）住宅の所有関係 

公営・都市機構・公社の借家に住む世帯の割合は、合併前の旧光市は 9％前後で推移し、

合併後の平成 20 年は 6.9％に低下したものの、全国の 6.1％や山口県の 6.6％よりやや高く

なっている。 

持ち家に住む世帯と民営の借家に住む世帯の割合は微増しており、持ち家は全国や山口県

を上回り、民営の借家は下回っている。 

 

■所有関係別一般世帯割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住宅･土地統計調査 

 

（６）住宅の建設動向 

近年の住宅の建設動向を見ると、平成元年から平成 8 年までは増加傾向で推移し、600 戸

を超える年もあったが、その後は 400 戸前後で推移している。 

 

■新設住宅の戸数 
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（７）居住水準 

国の第八期住宅建設五箇年計画に基づく居住水準を見ると、平成 10 年から平成 15 年にか

けて最低居住水準未満の世帯はやや増加しており、平成 20 年には住生活基本計画(全国計

画)の策定に伴う居住水準の見直しや合併などの影響もあり、2.8％まで増加しているが、全

国の 6.9％や山口県の 3.9％を下回っている状況となっている。 

 

■居住水準別主世帯割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住宅・土地統計調査 

※H10～15 は第八期住宅建設五箇年計画、H20 は住生活基本計画(全国計画)に基づく居住 

水準 

 

参考：最低居住水準及び誘導居住水準を満たす住戸専用面積（壁芯）単位：㎡ 

世帯人員 1 人 1 人*1 2 人 3 人 4 人 5 人 5 人*2 6 人 6 人*3
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建設五箇年
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居住水準 
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一般型誘導 
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計画) に基
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最低 

居住面積水準 
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都市居住型誘導

居住面積水準 
40 55 75 95 109.25 128.25 

一般型誘導 

居住面積水準 
55 75 100 125 142.5 166.25 

（*1 中高齢者の単身世帯 *2 高齢単身を含む *3 高齢夫婦を含む） 
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■住生活基本計画(全国計画)における居住面積水準の概要 

○最低居住面積水準 

最低居住面積水準は、世帯人数に応じて、健康で文化的な住生活を営む基礎として必要不可欠な

住宅の面積に関する水準である。 

その面積（住戸専用面積・壁芯）は、住宅性能水準の基本的機能を満たすことを前提に、以下の

とおりとする。 

(1) 単身者 25 ㎡ 

(2) ２人以上の世帯 10 ㎡×世帯人数＋10 ㎡ 

注 1：上記の式における世帯人数は、３歳未満の者は 0.25 人、３歳以上６歳未満の者は 0.5 人、６

歳以上 10 歳未満の者は 0.75 人として算定する。ただし、これらにより算定された世帯人数が

２人に満たない場合は２人とする。 

2：世帯人数（注１の適用がある場合には適用後の世帯人数）が４人を超える場合は、上記の面積

から５％を控除する。 

3：次の場合には、上記の面積によらないことができる。 

①単身の学生、単身赴任者等であって比較的短期間の居住を前提とした面積が確保されている場

合 

②適切な規模の共用の台所及び浴室があり、各個室に専用のミニキッチン、水洗便所及び洗面所

が確保され、上記の面積から共用化した機能・設備に相当する面積を減じた面積が個室部分で

確保されている場合 

 

○誘導居住面積水準 

誘導居住面積水準は、世帯人数に応じて、豊かな住生活の実現の前提として多様なライフスタイ

ルに対応するために必要と考えられる住宅の面積に関する水準であり、都市の郊外及び都市部以外

の一般地域における戸建住宅居住を想定した一般型誘導居住面積水準と、都市の中心及びその周辺

における共同住宅居住を想定した都市居住型誘導居住面積水準からなる。 

その面積（住戸専用面積・壁芯）は、住宅性能水準の基本的機能を満たすことを前提に、以下の

とおりとする。 

(1) 一般型誘導居住面積水準  

①単身者 55 ㎡ 

②２人以上の世帯 25 ㎡×世帯人数＋25 ㎡ 

(2) 都市居住型誘導居住面積水準 

①単身者 40 ㎡ 

②２人以上の世帯 20 ㎡×世帯人数＋15 ㎡ 

注 1：上記の式における世帯人数は、３歳未満の者は 0.25 人、３歳以上６歳未満の者は 0.5 人、６

歳以上 10 歳未満の者は 0.75 人として算定する。ただし、これらにより算定された世帯人数が

２人に満たない場合は２人とする。 

2：世帯人数（注１の適用がある場合には適用後の世帯人数）が４人を超える場合は、上記の面積

から５％を控除する。 

3：次の場合には、上記の面積によらないことができる。 

①単身の学生、単身赴任者等であって比較的短期間の居住を前提とした面積が確保されている場

合 

②適切な規模の共用の台所及び浴室があり、各個室に専用のミニキッチン、水洗便所及び洗面所

が確保され、上記の面積から共用化した機能・設備に相当する面積を減じた面積が個室部分で

確保されている場合 
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２ 市営住宅の現況 

（１）管理戸数 

本市は、29団地で 1,234 戸の市営住宅を管理しており、うち公営住宅が 1,182 戸で全体の

約 96％を占めている。 

 

■地区別管理戸数 

地区 管理戸数 
   

公営住宅 改良住宅 特公賃 

室積 266 266

光井 58 58

島田 125 113 12

浅江 372 364 8

上島田 102 102

三井 102 102

周防 10 10

大和 199 167 32

総計 1,234 1,182 40 12

●改良住宅 

老朽化した木造等の建築物が密集する地域において、地方自治体が土地、建物を買い取り、新たな住宅に建

て替えた後に、元の住民に低額で貸与している住宅 

●特公賃（特定公共賃貸住宅） 

地方自治体が建設・管理する中堅所得者層の世帯を対象とした住宅 
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■市営住宅位置図 
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■市営住宅団地一覧 

地区 住宅名 所在地 
管理

戸数
種別 構造 間取 住戸面積 建設年度

室積 南汐浜 室積6丁目14番 19 公営 簡平 2K 30.5～36.0 S39・40 

 汐浜2区 室積6丁目5番 24 公営 中耐4F 3DK 47.0 S42 

   10 公営 簡二 3K 38.8 S42 

 松中 室積5丁目15番外 123 公営 簡二 3K 38.8～44.4 S40～43 

 西之浜 室積5丁目19番 14 公営 簡二 3K 40.3 S45 

 みたらい 室積1丁目8番 64 公営 中耐4F 3DK 41.1～41.3 S42～44 

 中央 室積中央町13番 12 公営 低耐2F 3DK 61.6 H1 

光井 東戸仲 光井2丁目16番 8 公営 簡平 2K 30.5 S39 

 森ケ峠 光井4丁目7番 50 公営 中耐5F 3DK 44.1 S47 

島田 東領家 島田5丁目4番外 17 公営 簡二 3K 38.8～44.4 S40 

   14 公営 簡平 2K 30.5～36.0 S40・41 

 領家台 島田6丁目6番外 67 公営 中耐3F 3DK 67.1～72.0 H5・6 

   15 公営 中耐3F 2DK 56.2～57.4 H5・6 

  島田6丁目9番 10 特公賃 中耐3F 3LDK 91.3 H7 

   2 特公賃 中耐3F 2LDK 77.9 H7 

浅江 相生 浅江1丁目3番 72 公営 中耐4F 3DK 45.2～55.6 S48～52 

 花園 花園2丁目2番 14 公営 中耐3F 3DK 66.6～69.1 H8 

   4 公営 中耐3F 2DK 58.5 H8 

 平岡台 浅江2丁目3番 22 公営 中耐3,4F 3DK 74.2 H15 

   14 公営 中耐3,4F 2DK 55.8 H15 

 高洲 浅江7丁目4番 8 改良 中耐4F 2DK 41.8 S48 

  24 公営 中耐4F 2DK 38.8 S48 

 高洲西 浅江7丁目18番 16 公営 中耐4F 2DK 37.1 S46 

 緑町 浅江7丁目16番 48 公営 中耐4F 3DK 62.0 S59・60 

  浅江7丁目7番 32 公営 中耐4F 3LDK 75.0 H16～18 

   16 公営 中耐4F 2DK 58.1 H16～18 

  浅江7丁目26番 24 公営 中耐3F 3LDK 75.0 H19～21 

   12 公営 中耐3F 2DK 58.1 H19～21 

 緑町西 浅江7丁目34番 16 公営 中耐4F 3DK 51.3 S51 

 幸町 虹ヶ浜1丁目14番 42 公営 簡二 3K 38.8～44.4 S40～42 

 虹ケ浜西 虹ヶ浜3丁目15番 8 公営 簡二 3DK 63.1 S62 

上島田 上島田 上島田5丁目7番 9 公営 簡平 2K 30.5～36.0 S39 

 山田 上島田7丁目8番 12 公営 簡二 3K 44.4 S43 

   39 公営 簡平 2K 30.5～31.0 S42～44 

 亀山 上島田5丁目15番 12 公営 簡二 3K 44.4 S44 

   30 公営 簡平 2K 31.0～33.3 S44・45 

三井 岩狩 岩狩3丁目3番外 102 公営 簡二 3K 41.9～46.1 S45～48 

周防 虹川 大字小周防2309番地10 10 公営 簡平 2K 34.8 S47 

大和 三輪中央 大字三輪920番地1 5 公営 木造 2DK 38.8 S45 

 大字三輪901番地12外 30 改良 簡二 3DK 50.2～59.3 S47～54 

 大字三輪923番地2 2 改良 簡平 3DK 57.4 S55 

 溝呂井 大字岩田20番地2外 16 公営 簡平 3DK 37.5 S46・47 

   8 公営 簡二 2DK 39.3 S47 

 小豆尻 大字三輪1268番地1外 50 公営 簡二 2LDK 42.7～54.6 S48～51 

儀山 大字岩田169番地5 40 公営 中耐4F 3DK 59.3～62.0 S60～62 

 中岩田 大字岩田288番地1外 48 公営 中耐3F 3DK 59.2～62.0 H1～3 

●木造…木造平屋建ての住宅 

●簡平（簡易耐火平屋建）…簡易耐火構造の平屋建の住宅 

●簡二（簡易耐火２階建）…準耐火構造の２階建の住宅 

●低耐（低層耐火）…耐火構造の低層（1～2階建）住宅 

●中耐（中層耐火）…耐火構造の中層（3～5階建）住宅 
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（２）建物の状況 

ア 構造 

全体では中層耐火(中耐)が 642 戸と最も多く、半数以上を占めている。次いで簡易耐火

2階建（簡二）、簡易耐火平屋建（簡平）となっており、低層耐火（低耐）、木造はほとん

どない。 

 

■構造別管理戸数割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 建設年度 

最も建設年度が古いのは昭和 39 年度に建設された簡平となっており、簡二とともに昭

和 40～50 年代を中心に建設されているが、近年では建設されていない。一方で、中耐は

昭和 40 年代前半から近年まで建設されている。 

 

■構造別建設年別管理戸数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

木造 5 

簡易耐火平屋建 147 

簡易耐火２階建 428 

低層耐火 12 

中層耐火 642 

総計 1,234 

0

20

40

60

80

100

120

S39 S44 S49 S54 S59 H1 H6 H11 H16 H21

木造

簡易耐火平屋建

簡易耐火２階建

低層耐火

中層耐火

木造 0.4% 簡易耐火平屋建

11.9%

簡易耐火２階建

34.7%

低層耐火 1.0%

中層耐火

52.0%
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ウ 耐用年限 

全体で4割以上が耐用年限を経過しており、特に耐用年限が30年の木造と簡平が全て耐

用年限を経過している。また、耐用年限が45年の簡二も9割以上が耐用年限を経過してい

る。耐用年限が 70 年の中耐については半数以上が耐用年限の 1/2 を経過している。 

※耐用年限の経過状況の基準年度は計画期間最終年度の平成 33 年度としている。 

(以下同様) 

 

■構造別耐用年限経過状況別管理戸数割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■構造別耐用年限経過状況別管理戸数 

構造 
耐用年限経過 

総計 
未経過 1/2経過 経過 

木造 0 0 5 5

簡易耐火平屋建 0 0 147 147

簡易耐火２階建 0 32 396 428

低層耐火 12 0 0 12

中層耐火 296 346 0 642

総計 308 378 548 1,234

 

■構造別耐用年限 

構造 木平・簡平 簡二（準耐火） 低耐・中耐

耐用年限 30 年 45 年 70 年 

25.0

46.1

100.0

30.6

53.9

7.5

44.4

92.5

100.0

100.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総計

中層耐火

低層耐火

簡易耐火２階建

簡易耐火平屋建

木造

未経過 1/2経過 経過
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（３）住戸の状況 

ア 面積 

住生活基本計画における 3 人世帯の最低居住面積水準である 40 ㎡に満たない住戸が 3

割弱あり、木造と簡平は大半が 40 ㎡未満となっている。また、4 人世帯の最低居住面積

水準である50㎡に満たない住戸が約6割となっており、中耐の約3割が 50㎡未満となっ

ている。 

 

   ■住戸面積別戸数割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 設備 

設備の状況について風呂釜の有無を見ると、約 3割の住戸に風呂釜を設置している。約

7割の住戸は風呂釜がなく(入居者が設置することとしている)、地区別に見ると、大和地

区では小豆尻団地の一部を除く全ての団地で風呂釜を設置している。 

 

   ■風呂釜の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■風呂釜のある団地一覧 

地区 団地名 

島田 領家台 

浅江 花園、平岡台、緑町(3～5 棟のみ) 

大和 三輪中央、溝呂井、小豆尻(1～20 号のみ)、儀山、中岩田 

27.6

6.2

35.3

98.6

100.0

30.5

25.2

50.2

17.6

25.1

12.6

1.4

15.0

25.7

100.0

1.9

9.3

17.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総計

中層耐火

低層耐火

簡易耐火２階建

簡易耐火平屋建

木造

30～40㎡未満 40～50㎡未満 50～60㎡未満 60～70㎡未満 70㎡以上

風呂釜あり

32.5%

風呂釜なし

67.5%
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３ 劣化調査・診断 

（１）調査の目的 

住棟や住戸、団地内施設の劣化状況を把握することにより、改善や修繕を実施する対象部

位を明確化するとともに、その実施時期を検討するための基礎資料とする。 

 

（２）調査方法 

「建築物修繕措置判定手法」(建設大臣官房官庁営繕部監修)に基づき、その一次調査である

目視及び指触による調査を実施する。 

 

（３）調査項目 

調査にあたっては、住宅の状況によって想定される改善や修繕等の活用手法が限定される

ことから、建設年度と構造により類型化を行い、グループごとに調査項目を絞り込んで実施

することとする。 

 

（４）調査対象 

調査を効率的に行うために、サンプリングによる現地調査を行う。サンプリングは、団地

内で同グループ・同時期建設･同構造の住宅がある場合、建設年が最も古いものを抽出して

実施する。ただし、外壁の調査については、入居者の安全面に大きく影響することから、全

住棟実施することとする。 

 

■調査対象の類型化 

類型 考え方 対象 

グループＡ 建替、用途廃止を見据えた整備緊急度の把握
木造、簡平、簡二 

(138 棟 580 戸) 

グループＢ 個別改善、長寿命化型改善を見据えた把握 
中耐・低耐(耐用年限 1/2 経過) 

(17 棟 346 戸) 

グループＣ 長寿命化型改善を見据えた把握 
中耐・低耐(耐用年限 1/2 未経過)

(18 棟 272 戸) 

グループＤ 維持修繕を見据えた劣化の進行状況把握 
中耐築後 5年未満 

(2 棟 36 戸) 
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■グループ別住棟一覧 

類型 該当住棟 

Ａ 

南汐浜 01、南汐浜 02、南汐浜 03、汐浜２区 02、松中 01、松中 01・03、松中 02、松中 04、松

中 05、松中 06、松中 07、松中 08、松中 09、松中 10、松中 11、松中 12、松中 13、西之浜 01、

東戸仲 01、東領家 01、東領家 02、東領家 03、東領家 04、東領家 05、幸町 01、幸町 02、幸町

03、幸町 04、幸町 05、幸町 06、虹ケ浜西 01、上島田 01、上島田 02、山田 01、山田 02、山田

03、山田 04、山田 05、亀山 01、亀山 02、亀山 03、亀山 04、亀山 05、亀山 06、亀山 07、亀

山 08、亀山 09・10、亀山 11・12、岩狩 01、岩狩 02、岩狩 03、岩狩 04、岩狩 05、岩狩 06、

岩狩 07、岩狩 08、虹川 01、三輪中央 01、三輪中央 02、三輪中央 03、三輪中央 04、三輪中央

05、三輪中央 06、三輪中央 07、三輪中央 08、三輪中央 09、三輪中央 10、三輪中央 11、三輪

中央 12、三輪中央 13、三輪中央 14、三輪中央 15、三輪中央 16、三輪中央 17、三輪中央 18、

三輪中央 19、三輪中央 20、三輪中央 21、溝呂井 01、溝呂井 02、溝呂井 03、溝呂井 04、溝呂

井 05、溝呂井 06、溝呂井 07、溝呂井 08、溝呂井 09、溝呂井 10、溝呂井 11、小豆尻 01、小豆

尻 02、小豆尻 03、小豆尻 04、小豆尻 05、小豆尻 06、小豆尻 07、小豆尻 08、小豆尻 09、小豆

尻 10 

Ｂ 

汐浜２区 01、みたらい 01、みたらい 02、みたらい 03、森ケ峠 01、森ケ峠 02、相生 01、相生

02、相生 03、相生 04、高洲 01、高洲 02、高洲西 01、緑町 01、緑町 02、緑町西 01、儀山 01 

Ｃ 

中央 01、中央 02、領家台 01、領家台 02、領家台 03、領家台 04、領家台 05、領家台 06、領家

台 07、花園 01、平岡台 10、緑町 30、緑町 31、儀山 02、中岩田 01、中岩田 02、中岩田 03、

中岩田 04、特公賃領家台 01 

Ｄ緑町 32、緑町 33 

  

■劣化調査実施対象 

調査部位 調査概要 
グループ 

Ａ B C D 

建
築 

外壁 

・ 脚立等の使用で、可能な範囲の打診及び目視による

調査により、鉄筋腐食、浮き、欠損、剥落、クラッ

ク等の発生状況を確認する。 

○ ○ ○ ○

屋上 

・ 打診及び目視等により、ひび割れ、浮き、破断の状

況を調査し、防水層の劣化状況を推定する。 

・ 目地材のひび割れ、剥離、破断、硬化の状況を調査

し、シーリング材の劣化状況を推定する。 

 ○ ○ ○

共用部鉄

部 

・ 共用部と住戸郵便受けの扉の塗膜のふくれ、はがれ、

割れの状況を調査する。 
○ ○ ○ ○

電
気
設
備 

幹線 
・ 目視により、布設状況や周辺環境、ひび割れ・傷等

の有無、接続部の状況などを調査する。 
 ○   

照明・外灯 ・ 目視により、カバーの汚れや破損などを調査する。  ○   

アンテナ 
・ 目視により、布設状況や周辺環境、発錆、破損、腐

食などを調査する。 
 ○ ○  

分電盤等 
・ 目視により布設状況や周辺環境、塵埃、汚損の有無、

端子部の変色の有無について調査する。 
 ○   

給
排
水
設
備 

受水槽 ・ 布設状況や周辺環境、発錆、破損、腐食を調査する。  ○ ○  

ポンプ・バ

ルブ 

・ 布設状況や周辺環境、発錆、破損、腐食を調査する。
 ○ ○  

給排水管 ・ 布設状況や周辺環境、発錆、破損、腐食を調査する。  ○ ○ ○

ガス配管 ・ 布設状況や周辺環境、発錆、破損、腐食を調査する。  ○ ○ ○
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■サンプリングによる現地調査対象団地一覧 

団地 
管理

番号 
棟 

管理

戸数
建設年 構造 耐用年限 グループ 

調査 

対象 

南汐浜 01 3～5 号室 3 1964 簡易耐火平屋建 経過 Ａ  

南汐浜 02 6・7 号室 2 1964 簡易耐火平屋建 経過 Ａ ○ 

南汐浜 02 8～13 号室 6 1964 簡易耐火平屋建 経過 Ａ ○ 

南汐浜 02 14・15 号室 2 1964 簡易耐火平屋建 経過 Ａ ○ 

南汐浜 03 16・17 号室 2 1965 簡易耐火平屋建 経過 Ａ  

南汐浜 03 18～21 号室 4 1965 簡易耐火平屋建 経過 Ａ  

汐浜２区 01 1 号棟 24 1967 中層耐火 1/2 経過 Ｂ ○ 

汐浜２区 02 25～34 号室 10 1967 簡易耐火２階建 経過 Ａ ○ 

松中 01 1～4 号室 4 1967 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

松中 01・03 5・6・23～26 号室 6 1967 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

松中 02 7～10 号室 4 1965 簡易耐火２階建 経過 Ａ ○ 

松中 02 11～16 号室 6 1965 簡易耐火２階建 経過 Ａ ○ 

松中 02 17～22 号室 6 1965 簡易耐火２階建 経過 Ａ ○ 

松中 04 27～32 号室 6 1966 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

松中 04 33～38 号室 6 1966 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

松中 04 39～44 号室 6 1966 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

松中 05 45～53 号室 8 1967 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

松中 06 54～57 号室 4 1967 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

松中 07 58～65 号室 8 1967 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

松中 07 66～73 号室 8 1967 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

松中 08 74～79 号室 6 1966 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

松中 09 80～85 号室 6 1965 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

松中 09 86～91 号室 6 1965 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

松中 10 92～97 号室 6 1966 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

松中 11 98～101 号室 4 1966 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

松中 11 102～108 号室 7 1966 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

松中 11 109～114 号室 6 1966 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

松中 12 115～120 号室 6 1966 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

松中 13 121～124 号室 4 1968 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

西之浜 01 1～6 号室 6 1970 簡易耐火２階建 経過 Ａ ○ 

西之浜 01 7～14 号室 8 1970 簡易耐火２階建 経過 Ａ ○ 

みたらい 01 1 号棟 24 1967 中層耐火 1/2 経過 Ｂ ○ 

みたらい 02 2 号棟 24 1968 中層耐火 1/2 経過 Ｂ  

みたらい 03 3 号棟 16 1969 中層耐火 1/2 経過 Ｂ  

中央 01 1～8 号室 8 1989 低層耐火 未経過 Ｃ ○ 

中央 02 9～12 号室 4 1989 低層耐火 未経過 Ｃ  

東戸仲 01 1～3 号室 3 1964 簡易耐火平屋建 経過 Ａ ○ 
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東戸仲 01 4・5 号室 2 1964 簡易耐火平屋建 経過 Ａ ○ 

東戸仲 01 6～8 号室 3 1964 簡易耐火平屋建 経過 Ａ ○ 

森ケ峠 01 1 号棟 20 1972 中層耐火 1/2 経過 Ｂ  

森ケ峠 02 2 号棟 30 1972 中層耐火 1/2 経過 Ｂ ○ 

東領家 01 1・2 号室 2 1965 簡易耐火２階建 経過 Ａ ○ 

東領家 01 3～10 号室 8 1965 簡易耐火２階建 経過 Ａ ○ 

東領家 02 11・12 号室 2 1965 簡易耐火平屋建 経過 Ａ  

東領家 03 13～19 号室 7 1965 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

東領家 04 20～25 号 6 1965 簡易耐火平屋建 経過 Ａ ○ 

東領家 05 26・27 号室 2 1966 簡易耐火平屋建 経過 Ａ  

東領家 05 28～31 号室 4 1966 簡易耐火平屋建 経過 Ａ  

領家台 01 1 号棟 12 1993 中層耐火 未経過 Ｃ ○ 

領家台 02 2 号棟 12 1993 中層耐火 未経過 Ｃ  

領家台 03 3 号棟 8 1993 中層耐火 未経過 Ｃ  

領家台 04 4 号棟 8 1993 中層耐火 未経過 Ｃ  

領家台 05 5 号棟 12 1994 中層耐火 未経過 Ｃ  

領家台 06 6 号棟 12 1994 中層耐火 未経過 Ｃ  

領家台 07 7 号棟 18 1994 中層耐火 未経過 Ｃ  

相生 01 1 号棟 16 1973 中層耐火 1/2 経過 Ｂ ○ 

相生 02 2 号棟 24 1974 中層耐火 1/2 経過 Ｂ  

相生 03 3 号棟 16 1975 中層耐火 1/2 経過 Ｂ  

相生 04 4 号棟 16 1977 中層耐火 1/2 経過 Ｂ  

花園 01 1 号棟 18 1996 中層耐火 未経過 Ｃ ○ 

平岡台 10 1 号棟 36 2003 中層耐火 未経過 Ｃ ○ 

高洲 01 1 号棟 8 1973 中層耐火 1/2 経過 Ｂ  

高洲 02 2 号棟 24 1973 中層耐火 1/2 経過 Ｂ ○ 

高洲西 01 1 号棟 16 1971 中層耐火 1/2 経過 Ｂ ○ 

緑町 01 1 号棟 24 1984 中層耐火 1/2 経過 Ｂ ○ 

緑町 02 2 号棟 24 1985 中層耐火 1/2 経過 Ｂ  

緑町 30 3 号棟 28 2004 中層耐火 未経過 Ｃ ○ 

緑町 31 3 号棟 20 2006 中層耐火 未経過 Ｃ  

緑町 32 4 号棟 18 2007 中層耐火 未経過 Ｄ  

緑町 33 5 号棟 18 2009 中層耐火 未経過 Ｄ ○ 

緑町西 01 1 号棟 16 1976 中層耐火 1/2 経過 Ｂ ○ 

幸町 01 1～4 号室 4 1965 簡易耐火２階建 経過 Ａ ○ 

幸町 01 5～10 号室 6 1965 簡易耐火２階建 経過 Ａ ○ 

幸町 02 11～18 号室 8 1966 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

幸町 03 19～22 号室 4 1965 簡易耐火２階建 経過 Ａ  
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幸町 04 23～28 号室 6 1966 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

幸町 05 29～36 号室 8 1967 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

幸町 06 37～42 号室 6 1965 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

虹ケ浜西 01 1・2 号室 2 1987 簡易耐火２階建 1/2 経過 Ａ ○ 

虹ケ浜西 01 3・4 号室 2 1987 簡易耐火２階建 1/2 経過 Ａ ○ 

虹ケ浜西 01 5・6 号室 2 1987 簡易耐火２階建 1/2 経過 Ａ ○ 

虹ケ浜西 01 7・8 号室 2 1987 簡易耐火２階建 1/2 経過 Ａ ○ 

上島田 01 1～5 号室 5 1964 簡易耐火平屋建 経過 Ａ ○ 

上島田 02 6～9 号室 4 1964 簡易耐火平屋建 経過 Ａ  

山田 01 1・2 号室 2 1967 簡易耐火平屋建 経過 Ａ ○ 

山田 01 3～6 号室 4 1967 簡易耐火平屋建 経過 Ａ ○ 

山田 02 7～12 号室 6 1968 簡易耐火平屋建 経過 Ａ  

山田 02 13・14 号室 2 1968 簡易耐火平屋建 経過 Ａ  

山田 02 15～20 号室 6 1968 簡易耐火平屋建 経過 Ａ  

山田 02 21～24 号室 4 1968 簡易耐火平屋建 経過 Ａ  

山田 02 25・26・28 号室 3 1968 簡易耐火平屋建 経過 Ａ  

山田 02 29～32 号室 4 1968 簡易耐火平屋建 経過 Ａ  

山田 03 33～36 号室 4 1969 簡易耐火平屋建 経過 Ａ  

山田 04 37～40 号室 4 1968 簡易耐火平屋建 経過 Ａ  

山田 05 41～44 号室 4 1968 簡易耐火２階建 経過 Ａ ○ 

山田 05 45～52 号室 8 1968 簡易耐火２階建 経過 Ａ ○ 

亀山 01 101～106 号室 6 1969 簡易耐火２階建 経過 Ａ ○ 

亀山 02 107～109 号室 3 1970 簡易耐火平屋建 経過 Ａ  

亀山 03 111～116 号室 6 1969 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

亀山 04 117～119 号室 3 1970 簡易耐火平屋建 経過 Ａ  

亀山 05 121～124 号室 4 1969 簡易耐火平屋建 経過 Ａ ○ 

亀山 06 125～128 号室 4 1969 簡易耐火平屋建 経過 Ａ  

亀山 07 129～132 号室 4 1969 簡易耐火平屋建 経過 Ａ  

亀山 08 133～136 号室 4 1969 簡易耐火平屋建 経過 Ａ  

亀山 09・10 137～140 号室 4 1969 簡易耐火平屋建 経過 Ａ  

亀山 11・12 141～144 号室 4 1970 簡易耐火平屋建 経過 Ａ  

岩狩 01 1～4 号室 4 1970 簡易耐火２階建 経過 Ａ ○ 

岩狩 01 5～8 号室 4 1970 簡易耐火２階建 経過 Ａ ○ 

岩狩 01 9～12 号室 4 1970 簡易耐火２階建 経過 Ａ ○ 

岩狩 02 13～18 号室 6 1970 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

岩狩 02 19～24 号室 6 1970 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

岩狩 02 25～30 号室 6 1970 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

岩狩 03 31～36 号室 6 1970 簡易耐火２階建 経過 Ａ  
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岩狩 03 37～44 号室 8 1970 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

岩狩 04 51～54 号室 4 1973 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

岩狩 05 55～60 号室 6 1971 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

岩狩 05 65～70 号室 6 1971 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

岩狩 06 71～76 号室 6 1971 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

岩狩 07 77～80 号室 4 1972 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

岩狩 08 81～88 号室 8 1971 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

岩狩 08 89～96 号室 8 1971 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

岩狩 08 97～104 号室 8 1971 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

岩狩 08 105～112 号室 8 1971 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

虹川 01 1・2 号室 2 1972 簡易耐火平屋建 経過 Ａ  

虹川 01 3～6 号室 4 1972 簡易耐火平屋建 経過 Ａ  

虹川 01 7～10 号室 4 1972 簡易耐火平屋建 経過 Ａ  

三輪中央 01 1 号室 1 1970 木造 経過 Ａ ○ 

三輪中央 02 2 号室 1 1970 木造 経過 Ａ  

三輪中央 03 3 号室 1 1970 木造 経過 Ａ  

三輪中央 04 4 号室 1 1970 木造 経過 Ａ  

三輪中央 05 5 号室 1 1970 木造 経過 Ａ  

三輪中央 06 6・7 号室 2 1972 簡易耐火２階建 経過 Ａ ○ 

三輪中央 07 8・9 号室 2 1972 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

三輪中央 08 10・11 号室 2 1972 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

三輪中央 09 12・13 号室 2 1973 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

三輪中央 10 14・15 号室 2 1973 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

三輪中央 11 16・17 号室 2 1973 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

三輪中央 12 18・19 号室 2 1974 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

三輪中央 13 20・21 号室 2 1975 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

三輪中央 14 22・23 号室 2 1976 簡易耐火２階建 1/2 経過 Ａ  

三輪中央 15 24・25 号室 2 1976 簡易耐火２階建 1/2 経過 Ａ  

三輪中央 16 26・27 号室 2 1977 簡易耐火２階建 1/2 経過 Ａ  

三輪中央 17 28・29 号室 2 1977 簡易耐火２階建 1/2 経過 Ａ  

三輪中央 18 30・31 号室 2 1978 簡易耐火２階建 1/2 経過 Ａ  

三輪中央 19 32・33 号室 2 1978 簡易耐火２階建 1/2 経過 Ａ  

三輪中央 20 34・35 号室 2 1979 簡易耐火２階建 1/2 経過 Ａ  

三輪中央 21 36・37 号室 2 1980 簡易耐火平屋建 経過 Ａ ○ 

溝呂井 01 1～4 号室 4 1971 簡易耐火平屋建 経過 Ａ ○ 

溝呂井 02 5・6 号室 2 1971 簡易耐火平屋建 経過 Ａ  

溝呂井 03 7・8 号室 2 1971 簡易耐火平屋建 経過 Ａ  

溝呂井 04 9・10 号室 2 1971 簡易耐火平屋建 経過 Ａ  
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溝呂井 05 11・12 号室 2 1972 簡易耐火平屋建 経過 Ａ  

溝呂井 06 13・14 号室 2 1972 簡易耐火平屋建 経過 Ａ  

溝呂井 07 15・16 号室 2 1972 簡易耐火平屋建 経過 Ａ  

溝呂井 08 17・18 号室 2 1972 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

溝呂井 09 19・20 号室 2 1972 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

溝呂井 10 21・22 号室 2 1972 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

溝呂井 11 23・24 号室 2 1972 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

小豆尻 01 1・2 号室 2 1973 簡易耐火２階建 経過 Ａ ○ 

小豆尻 02 3～8 号室 6 1973 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

小豆尻 03 9～14 号室 6 1973 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

小豆尻 04 15～20 号室 6 1973 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

小豆尻 05 21～24 号室 4 1976 簡易耐火２階建 1/2 経過 Ａ  

小豆尻 06 25～28 号室 4 1974 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

小豆尻 07 29～32 号室 4 1974 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

小豆尻 08 33～38 号室 6 1976 簡易耐火２階建 1/2 経過 Ａ  

小豆尻 09 39～44 号室 6 1975 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

小豆尻 10 45～50 号室 6 1974 簡易耐火２階建 経過 Ａ  

儀山 01 1 号棟 24 1985 中層耐火 1/2 経過 Ｂ ○ 

儀山 02 2 号棟 16 1987 中層耐火 未経過 Ｃ ○ 

中岩田 01 1 号棟 12 1989 中層耐火 未経過 Ｃ ○ 

中岩田 02 2 号棟 12 1989 中層耐火 未経過 Ｃ  

中岩田 03 3 号棟 12 1991 中層耐火 未経過 Ｃ ○ 

中岩田 04 4 号棟 12 1991 中層耐火 未経過 Ｃ  

特公賃領家台 01 8 号棟 12 1995 中層耐火 未経過 Ｃ ○ 
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（５）調査結果 

特に劣化の著しい住棟について以下にまとめる。 

 

ア 汐浜 2区住宅(1 号棟) 

外壁等に爆裂が多数あり、鉄部の発錆が見られた。 

 

■外壁の爆裂 ■外壁の爆裂 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■外壁の爆裂 ■バルコニー下の爆裂 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■バルコニー下の爆裂 ■鉄部の発錆 
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イ みたらい住宅 

外壁等に爆裂が多数あり、屋上防水に浮き、欠損、鉄部や外灯などの発錆が見られた。 

 

■外壁の爆裂 ■外壁の爆裂 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■屋上シート防水の浮き ■屋上シート防水の浮き 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■外灯の発錆 ■屋上ハッチの発錆 
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ウ 高洲住宅 

外壁等の一部にクラック、爆裂、塗装の浮きがあり、屋上防水に欠損、鉄部の発錆が

見られた。 

 

■外壁のクラック、塗装の浮き ■塗装の浮き 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■外壁のクラック、塗装の浮き ■屋上シート防水の欠損 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■鉄部の発錆 ■照明器具の発錆 
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エ 高洲西住宅 

外壁等の一部にクラック、爆裂、塗装の浮きがあり、屋上防水に浮き・欠損が見られ

た。 

 

■階段室壁のクラック、塗装の劣化 ■外壁のクラック、塗装の浮き 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■庇裏のクラック ■屋上防水の浮き、欠損 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■鉄部の発錆 ■階段室壁のクラック、塗装の劣化 
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オ 緑町住宅 

外壁等の一部にクラック、爆裂、塗装の浮きがあり、鉄部の発錆が見られた。 

 

■外壁の塗装の浮き ■外壁のクラック 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■庇下の爆裂 ■ベランダ下部の爆裂 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■階段室壁のクラック ■鉄部塗装の劣化 
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■劣化調査・診断結果一覧 

団
地 

管
理
番
号 

管
理
戸
数 

建
設
年 

構
造 

グ
ル
ー
プ 

建築 電気設備 給排水設備 

外
壁 

屋
上
防
水 

共
用
鉄
部 

幹
線 

照
明
・
街
灯 

ア
ン
テ
ナ 

分
電
盤
等 

受
水
槽 

ポ
ン
プ
・
バ
ル
ブ 

給
排
水
管 

ガ
ス
管 

南汐浜 02 10 1964 簡平 Ａ C
クラック、
塗装劣化 

－ － － － － － － － － － －

汐浜２区 01 24 1967 中耐 Ｂ C
塗装劣化、
爆裂 

A － C A B A B － － A A

汐浜２区 02 10 1967 簡二 Ａ C
クラック、
塗装劣化 

－ － C － － B － － － － －

松中 02 16 1965 簡二 Ａ B クラック － － C － － － － － － － －

西之浜 01 14 1970 簡二 Ａ B 塗装劣化 － － B － － － － － － － －

みたらい 01 24 1967 中耐 Ｂ C
塗装劣化、
爆裂 

C 著しい浮き C A B A A － － A A

中央 01 8 1989 低耐 Ｃ A － － － B － － A － － － A A

東戸仲 01 8 1964 簡平 Ａ B 塗装劣化 － － － － － － － － － － －

森ケ峠 02 30 1972 中耐 Ｂ A － B シート浮き C A B A B － － A A

東領家 01 10 1965 簡二 Ａ B 塗装劣化 － － B － － － － － － － －

東領家 04 6 1965 簡平 Ａ B 塗装劣化 － － B － － － － － － － －

領家台 01 12 1993 中耐 Ｃ A 塗装劣化 A － A － A A － A A A A

相生 01 16 1973 中耐 Ｂ A － A － C A B A A － － A A

花園 01 18 1996 中耐 Ｃ A － A － B － A A A － － A A

平岡台 10 36 2003 中耐 Ｃ A － A － A － A A A － － A A

高洲 02 24 1973 中耐 Ｂ B
クラック、
塗装浮き 

C
シート浮き、
欠損 

C A B A B B B B A

高洲西 01 16 1971 中耐 Ｂ B
クラック、
塗装浮き 

C シート浮き C A B B B － － A A

緑町 01 24 1984 中耐 Ｂ B
クラック、
塗装浮き 

B シート浮き C A B B A A A A A

緑町 30 28 2004 中耐 Ｃ A － A － A － A A A － － A A

緑町 33 18 2009 中耐 Ｄ A － A － A － A A A － － A A

緑町西 01 16 1976 中耐 Ｂ B
クラック、
塗装劣化 

C 浮き B A B A A － － A A

幸町 01 10 1965 簡二 Ａ C 塗装劣化 － － B － － － － － － － －

虹ケ浜西 01 8 1987 簡二 Ａ A － － － B － － － － － － － －

上島田 01 5 1964 簡平 Ａ B 塗装劣化 － － － － － － － － － － －

山田 01 6 1967 簡平 Ａ B 塗装劣化 － － B － － － － － － － －

山田 05 12 1968 簡二 Ａ B 塗装劣化 － － B － － － － － － － －

亀山 01 6 1969 簡二 Ａ B 塗装劣化 － － B － － － － － － － －

亀山 05 4 1969 簡平 Ａ B
塗装劣化、
爆裂 

－ － B － － － － － － － －

岩狩 01 12 1970 簡二 Ａ B 塗装劣化 － － B － － － － － － － －

三輪中央 01 1 1970 木造 Ａ B 塗装劣化 － － B － － － － － － － －

三輪中央 06 2 1972 簡二 Ａ B
塗装劣化、
爆裂 

－ － B － － － － － － － －

三輪中央 21 2 1980 簡平 Ａ B 塗装劣化 － － B － － － － － － － －

溝呂井 01 4 1971 簡平 Ａ B
塗装劣化、
爆裂 

－ － B － － － － － － － －

小豆尻 01 2 1973 簡二 Ａ B
塗装劣化、
爆裂 

－ － B － － － － － － － －

儀山 01 24 1985 中耐 Ｂ A － A － C A B B A A A A A

儀山 02 16 1987 中耐 Ｃ A － A － C A B A A A A A A

中岩田 01 12 1989 中耐 Ｃ A － － － B － B A B A A A A

中岩田 03 12 1991 中耐 Ｃ A － － － － － － A － A A A A

特公賃領家台 01 12 1995 中耐 Ｃ A － － － A － A A A A A A A

※A：改修の必要なし、B：改修の必要あり、C：大規模な改修の必要あり 
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４ 居住者の属性 

（１）世帯主年齢 

世帯主の年齢は60歳以上の割合が6割近くを占めており、地区別で見ると上島田地区では

8割近くが 60 歳以上となっている。 

 

■世帯主年齢区分別世帯割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）高齢者世帯 

半数近くの世帯に 65 歳以上の高齢者がおり、高齢者単身世帯は約 24％、高齢者夫婦世帯

(ともに65歳以上の2人世帯)は 8％、その他高齢者のいる世帯は約13％となっている。高齢

者単身世帯と高齢者夫婦世帯を合わせた高齢者のみの世帯は約 3 割となっており、地区別で

見ると上島田地区では半数以上が高齢者のみの世帯となっている。 

 

■高齢者の有無別世帯割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13.6

23.3

12.5

13.3

3.6

12.6

17.4

12.5

10.0

14.9

20.5

12.5

21.7

4.8

13.4

23.0

20.8

9.2

13.5

16.2

12.5

24.0

11.9

12.0

11.9

20.8

9.6

24.0

20.0

50.0

21.7

23.8

25.1

18.3

29.2

27.1

34.0

20.0

12.5

19.3

55.9

36.9

29.4

16.7

44.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総計

大和

周防

三井

上島田

浅江

島田

光井

室積

30歳代以下 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代以上

23.9

16.8

25.0

6.0

45.2

24.3

21.1

6.3

32.1

8.0

3.2

6.0

8.3

10.3

7.3

12.5

8.3

12.7

7.6

15.7

16.7

14.2

9.2

10.4

14.6

55.4

72.4

75.0

72.3

29.8

51.2

62.4

70.8

45.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総計

大和

周防

三井

上島田

浅江

島田

光井

室積

高齢者単身世帯 高齢者夫婦世帯 その他高齢者のいる世帯 高齢者のいない世帯
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（３）世帯人員 

単身世帯が最も多く、全体の約 4 割、次いで多い 2 人世帯は 3 割近くおり、合わせて 7 割

近くが 2 人以下の少人数世帯となっている。地区別では、特に上島田地区と周防地区で単身

世帯が多くなっており、それぞれ 6割を超えている。 

 

■世帯人員別世帯割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）居住年数 

居住年数が 20 年以上の世帯が 4 割近くを占めており、その中でも 40 年以上の世帯が 1 割

近くいる。一方で、5年に満たない世帯も 2割近くいる。地区別では、室積地区で 40年以上

の世帯が 4分の 1近くいる。また、浅江地区では 5年未満が約 3割となっている。 

 

■居住年数別世帯割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

40.2

30.0

62.5

27.4

61.0

42.6

37.9

18.0

46.5

28.5

26.7

12.5

34.6

20.7

30.2

21.6

42.0

28.8

16.1

17.1

25.0

22.6

9.2

16.1

16.2

22.0

14.0

10.7

20.3

7.1

8.0

7.5

16.2

12.0

7.8

4.5

5.9

8.3

1.1

3.6

8.1

6.0

2.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総計

大和

周防

三井

上島田

浅江

島田

光井

室積

1人 2人 3人 4人 5人以上

18.6

19.8

7.1

10.3

31.0

15.3

14.0

9.1

18.6

13.9

37.5

19.0

21.8

23.3

15.3

18.0

14.8

25.1

35.3

12.5

22.6

24.1

16.8

55.9

22.0

17.7

28.9

30.5

50.0

51.3

31.2

24.7

6.3

38.0

33.7

8.8

0.5

12.6

4.2

7.2

8.0

24.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総計

大和

周防

三井

上島田

浅江

島田

光井

室積

5年未満 5～10年未満 10～20年未満 20～40年未満 40年以上
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（５）居住面積水準 

最低居住面積水準未満の世帯が約 1 割あり、地区別では特に室積、光井、上島田、三井、

周防地区で最低居住面積水準未満の割合が高くなっており、早期の解消が求められる。一方

で、島田、浅江、大和地区では最低居住面積水準未満の割合が低く、特に島田、浅江地区で

は誘導居住面積水準以上の世帯が多くなっている。 

 

   ■居住面積水準別世帯割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）住戸面積と世帯人員 

単身世帯や 2人世帯で住戸面積が 60㎡を超えている世帯がある一方で、4人以上の世帯で

40 ㎡に満たない世帯があるなど、世帯人員と住戸の広さにミスマッチが見られる。 

 

   ■世帯人員別面積別世帯数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 0 100 200 300 400 500

1人

2人

3人
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5人

6人以上 30～40㎡未満
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60～70㎡未満

70㎡以上

世帯

53.2 

53.2 

22.3 

35.910.1

5.9

25.0

15.5

14.9

5.8

5.4

18.0

16.0

54.0

59.9

75.0

57.1

79.3

40.7

41.4

66.0

61.7

35.9

34.2

27.4

5.8

53.5

53.2

16.0

22.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総計
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三井

上島田

浅江

島田

光井

室積

最低未満 最低以上誘導未満 誘導以上
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（７）収入 

Ⅰ・Ⅱ分位が全体の 8 割近くを占めている。一方で、入居基準の収入を超えるⅤ分位以上

は 16％となっており、その中でも特に収入が高いⅦ分位以上は約 1割となっている。 

 

■収入分位別世帯数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考：収入分位別月収 

収入分位 月収 

Ⅰ    0 円～104,000 円 

Ⅱ 104,001 円～123,000 円 

Ⅲ 123,001 円～139,000 円 

Ⅳ 139,001 円～158,000 円 

Ⅴ 158,001 円～186,000 円 

Ⅵ 186,001 円～214,000 円 

Ⅶ 214,001 円～259,000 円 

Ⅷ 259,001 円以上 
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５ 県営住宅の状況 

本市には公営住宅として市営住宅に加えて、6 団地 393 戸の県営住宅が供給されている。構

造は全て中耐で、建設年は古いもので新耐震基準適用以前の昭和 40 年代から新しいもので平成

10 年代となっている。住戸面積は小さいもので 50 ㎡未満、大きいもので 70 ㎡程度となってい

る。 

 

■市内県営住宅団地一覧 

団地名 地区 戸数 階数 構造 建設年度 間取り・住戸面積 

島田団地 島田 102 3～5 中耐 S49～54 3DK :44.4～57.8 ㎡ 

両家団地 島田 52 3～4 中耐 S63～H1 3DK :61.2～63.9 ㎡ 

亀山団地 上島田 78 3 中耐 H4～7 3DK :60.8～69.7 ㎡ 

今桝団地 三井 77 3 中耐 H9～12 

2DK :48～48.8 ㎡ 

3DK :73.5 ㎡ 

3LDK:73.5 ㎡ 

光井団地 光井 59 5 中耐 H11 3LDK:73.4 ㎡ 

和田団地 浅江 25 3 中耐 H13～15 
2DK :53.8～56.5 ㎡ 

3LDK:73.4 ㎡ 
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１ 調査の概要 

（１）調査の目的 

入居者の意向を把握することにより、建替、改善、修繕の実施対象やメニューを検討する

基礎資料にするとともに、それぞれの課題を明確にし、円滑な合意形成に基づく事業の実施

を図る。また、外観からの目視では確認できない劣化状況を把握し、修繕計画策定の基礎資

料とする。併せて、コミュニティの状況を把握し、課題を明らかにすることで、建物だけで

なくコミュニティにおいても良好なストック形成を図る。 

 

（２）調査時期・対象・方法 

平成 22 年 9 月、全入居世帯を対象とし、郵送による配布・回収を行った。 

 

（３）調査項目 

調査項目については、想定される活用手法を勘案し、木造・簡平・簡二の市営住宅入居者

に対しては建替に関する問を設定している。 

 

設問 木造・簡平・簡二 中耐・低耐 

回答者の属性

について 

名義人の年齢 ○ ○ 

世帯人員 ○ ○ 

65 歳以上の高齢者の人数 ○ ○ 

今後の住まい

の予定につい

て 

将来の住まいの希望 ○ ○ 

現在の市営住宅に住み続けたい理由 ○ ○ 

他の住宅に住み替えたい理由 ○ ○ 

建替について 

建替に対する意向 ○  

建替後に希望する間取りと階数 ○  

建替後に受け入れられる家賃増 ○  

建替に伴う一時移転に対する意向 ○  

住戸について 

住戸に対する満足度 ○ ○ 

住戸で改修が必要と思われる点 ○ ○ 

改修で受け入れられる家賃増 ○ ○ 

改修に伴う一時移転に対する意向 ○ ○ 

住戸の劣化 ○ ○ 

周辺環境につ

いて 

周辺環境に対する満足度 ○ ○ 

周辺環境で改修が必要と思われる点 ○ ○ 

団地内の近所付き合い ○ ○ 

団地内の生活の不安 ○ ○ 

（４）配布・回収状況 

配布回収状況は以下の通りである。 

 

構造 配布数 回収数 回収率 

木造・簡平・簡二 508 269 53.0％ 

中耐・低耐 615 334 54.3％ 

合計 1,123 603 53.7％ 
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２ 調査結果 

（１）回答者の属性について 

ア 名義人の年齢 

■木造・簡平・簡二 ■中耐・低耐 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 世帯人員 

■木造・簡平・簡二 ■中耐・低耐 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 65 歳以上の高齢者の人数 

■木造・簡平・簡二 ■中耐・低耐 

 

 

 

 

 

29歳以下

1.9% 30～39歳

6.7%

40～49歳

11.2%

50～59歳

13.8%

60～69歳

26.8%

70歳以上

35.1%

無回答

4.5%

29歳以下

4.5%
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14.1%

40～49歳

14.4%

50～59歳

13.5%

60～69歳

25.4%

70歳以上

26.9%

無回答

1.2%

1人

43.9%

2人

30.9%

3人

13.0%

4人以上

7.4%

無回答

4.8%

1人

33.5%

2人

29.3%

3人

16.8%

4人以上

18.3%

無回答

2.1%

0人

52.5%1人

31.6%

2人

12.6%

3人 0.7% 4人以上

2.6%

0人

56.6%1人

28.1%

2人

12.9%

3人

0.3%
4人以上

2.1%
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（２）今後の住まいの予定について 

ア 将来の住まいの希望 

木造・簡平・簡二、中耐・低耐ともに「現在の市営住宅に住み続けたい」が 7割以上を

占めているが、次いで多いのは木造・簡平・簡二では「他の市営住宅に住み替えたい」、

中耐・低耐では「持ち家(一戸建て)に住み替えたい」となっている。 

 

■木造・簡平・簡二 ■中耐・低耐 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 現在の市営住宅に住み続けたい理由 

木造・簡平・簡二、中耐・低耐ともに上位 3 項目は同じだが、木造・簡平・簡二では

「家賃が安いから」、中耐・低耐では「住み慣れているから」が最も多くなっている。 

※将来の住まいの希望で「現在の市営住宅に住み続けたい」の選択者のみ回答 

 

■木造・簡平・簡二 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■中耐・低耐 

 

 

 

 

 

 

 

現在の市営住宅

に住み続けたい
72.9%

他の市営住宅に

住み替えたい
15.6%

持ち家（一戸建

て）に住み替えた

い4.8%

福祉施設（老人

ホーム等）に住み

替えたい1.5%

民間の賃貸住宅

に住み替えたい
0.4%

その他 0.7%
無回答 4.1%

現在の市営住宅

に住み続けたい
72.1%

持ち家（一戸建

て）に住み替えた

い12.3%

他の市営住宅に

住み替えたい
8.4%

民間の賃貸住宅

に住み替えたい
0.9%

持ち家（マンショ

ン）に住み替えた

い0.9%

福祉施設（老人

ホーム等）に住

み替えたい0.3% その他 1.2%

無回答 3.9%

4.6%

7.7%

10.2%

26.5%

59.2%

76.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

その他

広さや設備等に満足しているから

近所付き合いを維持したいから

立地や交通の便がよいから

住み慣れているから

家賃が安いから

0.8%

10.4%

24.5%

36.9%

50.6%

59.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

その他

近所付き合いを維持したいから

広さや設備等に満足しているから

立地や交通の便がよいから

家賃が安いから

住み慣れているから
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ウ 他の住宅に住み替えたい理由 

木造・簡平・簡二では「現在の住まいが老朽化しているから」が最も多く、中耐・低耐

では「自分の家を持ちたいから」が最も多くなっていることから、木造・簡平・簡二では

住宅への不満、中耐・低耐では持ち家志向が住み替え意向に繋がっていることがうかが

える。 

※将来の住まいの希望で「現在の市営住宅に住み続けたい」の選択者以外が回答 

 

■木造・簡平・簡二 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■中耐・低耐 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.1%

1.8%

3.6%

10.7%

16.1%

30.4%

41.1%

66.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

その他

家賃等を安くしたいから

生活支援サービスを受けたいから

現在の住まいが手狭になったから

自分の家を持ちたいから

立地や交通の便をよくしたいから

トイレ、浴室等、現在の設備が不十分だから

現在の住まいが老朽化しているから

24.0%

1.3%

2.7%

2.7%

8.0%

17.3%

32.0%

36.0%

41.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

その他

生活支援サービスを受けたいから

収入が増え、市営住宅の入居資格を失いそうだから

立地や交通の便をよくしたいから

家賃等を安くしたいから

現在の住まいが手狭になったから

現在の住まいが老朽化しているから

トイレ、浴室等、現在の設備が不十分だから

自分の家を持ちたいから
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（３）建替について(木造・簡平・簡二のみ) 

ア 建替に対する意向 

    「家賃があまり高くならないように建替えて欲しい」が 4 割弱で最も多く、次いで「現

在のままでよい」が 3 割強、「家賃があまり高くならないように改善のみで良い」が約

15％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

イ 建替後に希望する間取りと階数 

間取りについては、「２ＬＤＫ」が約 3分の 1を占め、次いで「３ＬＤＫ」、「３ＤＫ」

となっており、3居室以上の住戸が望まれている。 

階数については、「エレベーターが付いても出来るだけ 1階か 2階に住みたい」が半数

以上を占めており、建替以外においても高齢者の1階や2階への住み替えを検討すること

が重要である。 

※建替に対する意向で「家賃が高くなっても建替えて欲しい」「家賃があまり高くなら

ないよう建替えて欲しい」の選択者のみ回答 

 

■間取り ■階数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

家賃があまり高くならな

いよう建替えて欲しい
37.8%

現在のままでよい
32.0%

家賃があまり高くならな

いよう住戸の改善のみ

でよい14.9%

家賃が高くなっても建

替えて欲しい3.7%

その他 0.4%

無回答 11.2%

台所+居間+２部屋

（２ＬＤＫ）
33.0%

台所+居間+３部屋

（３ＬＤＫ）20.5%

台所+３部屋

（３ＤＫ） 18.8%

台所+２部屋

（２ＤＫ） 15.2%

台所+居間+１部屋

（１ＬＤＫ）8.9%

台所+１部屋

（１ＤＫ） 0.9%
無回答 2.7%

エレベーターが

付いても、出来

るだけ１階か２
階に住みたい

52.6%

エレベーターが

付けば、何階で

も構わない
30.4%

エレベーターが

付けば、出来る

だけ上の階に
住みたい7.1%

その他 4.5%
無回答 5.4%
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  ウ 建替後に受け入れられる家賃増 

「１万円未満の家賃増」が半数以上を占めており、建替の際には家賃が高くならないよ

うに住戸規模を設定するなどの方策が必要となる。 

 ※建替に対する意向で「家賃が高くなっても建替えて欲しい」「家賃があまり高くなら

ないよう建替えて欲しい」の選択者のみ回答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 建替に伴う一時移転に対する意向 

「近くの市営住宅になら一時移転しても良い」が約半数を占め、次いで「同じ団地内に

なら一時移転しても良い」が約 3分の１となっており、一時移転に対する抵抗感は見られ

ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１万円未満の家賃増
52.7%

１万円～１万５千円

未満の家賃増 21.4%

１万５千円～２万円

未満の家賃増 8.9%

２万円～３万円未満

の家賃増 8.0%

３万円～５万円未満

の家賃増 1.8%

家賃が高くなるなら

建替は必要ない
6.3%

無回答 0.9%

近くの市営住宅にな

ら一時移転しても良

い 50.9%同じ団地内になら一

時移転しても良い
33.0%

建替を機会に他の

市営住宅に引越し

たい11.6%

建替を機会に市営

住宅以外の住宅に

引越したい0.9%

その他 1.8% 無回答 1.8%
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（４）住戸について 

ア 住戸に対する満足度 

中耐・低耐に比べて木造・簡平・簡二の満足度は全体的に低く、木造・簡平・簡二と

中耐・低耐で共通して満足度が低いのは「防犯対策」「断熱性」「耐震性」となっている。

加えて、木造・簡平・簡二では「高齢者対応」、中耐・低耐では「内装」の満足度も低い。 

 

   ■木造・簡平・簡二 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■中耐・低耐 

 

 

 

 

3.0

2.2

3.0

3.7

5.6

5.2

4.5

4.8

2.6

3.3

2.6

3.3

6.7

7.8

10.0

17.1

2.2

1.9

1.1

2.2

2.6

4.1

1.9

3.0

2.6

1.9

3.0

3.7

4.1

5.2

8.9

8.9

15.6

20.8

20.1

24.9

18.2

14.1

10.4

13.8

14.5

27.5

17.8

23.4

24.2

23.0

26.8

27.6

17.1

15.6

16.3

12.3

17.5

13.8

10.4

17.8

15.6

11.5

15.6

17.8

20.8

18.2

14.1

15.6

32.0

26.4

27.9

26.8

24.5

31.2

40.9

36.1

28.3

19.3

26.8

20.1

14.5

19.7

12.6

10.0

30.1

33.1

31.6

30.1

31.6

31.6

31.9

24.5

36.4

36.5

34.2

31.7

29.7

26.1

27.6

20.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

耐震性

防犯対策（ピッキング対策など）

断熱性

台所、洗面、浴室への給湯

流し台

洗濯機置き場

洗面・脱衣室

浴室

高齢者対応（緊急通報システム）

高齢者対応（廊下の幅）

高齢者対応（手摺りの有無）

高齢者対応（室内の段差）

収納

内装（壁、床、建具など）

部屋の仕切り方（間取り）

部屋の広さ

満足 やや満足 普通 やや不満 不満 無回答

6.9

7.5

6.9

12.6

10.5

11.7

10.5

11.1

13.8

19.8

15.0

21.3

16.5

9.0

17.4

32.5

5.7

4.2

4.5

7.2

6.6

5.7

4.8

4.8

5.1

7.5

11.4

10.8

12.0

8.7

13.8

14.7

36.4

34.0

31.7

26.5

28.0

29.8

22.2

20.4

23.5

32.8

26.5

27.7

22.9

24.4

30.4

23.1

12.9

17.1

18.3

12.0

17.7

14.1

18.3

20.1

14.1

7.5

12.6

10.2

18.6

20.1

12.6

8.4

14.1

13.2

13.5

19.2

15.0

15.3

22.3

22.9

12.9

4.8

7.2

6.6

9.0

18.6

4.8

4.8

24.0

24.0

25.1

22.5

22.2

23.4

21.9

20.7

30.6

27.6

27.3

23.4

21.0

19.2

21.0

16.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

耐震性

防犯対策（ピッキング対策など）

断熱性

台所、洗面、浴室への給湯

流し台

洗濯機置き場

洗面・脱衣室

浴室

高齢者対応（緊急通報システム）

高齢者対応（廊下の幅）

高齢者対応（手摺りの有無）

高齢者対応（室内の段差）

収納

内装（壁、床、建具など）

部屋の仕切り方（間取り）

部屋の広さ

満足 やや満足 普通 やや不満 不満 無回答
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イ 住戸で改修が必要と思われる点 

木造・簡平・簡二、中耐・低耐ともに「浴室」が最も多く、「内装」についても木造・

簡平・簡二では3位、中耐・低耐では2位となっており、共通して多く挙げられている。

同様に共通して多いのは「洗面・脱衣室」「台所、洗面、浴室への給湯」となっている。 

 

   ■木造・簡平・簡二 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■中耐・低耐 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.1%

4.1%

4.5%

4.8%

6.7%

6.7%

7.4%

8.6%

8.9%

10.8%

11.9%

12.3%

16.0%

16.4%

16.7%

27.5%

0% 10% 20% 30%

高齢者対応（廊下の幅）

高齢者対応（緊急通報システム）

部屋の仕切り方（間取り）

部屋の広さ

高齢者対応（室内の段差）

収納

断熱性

高齢者対応（手摺りの有無）

防犯対策（ピッキング対策など）

耐震性

洗濯機置き場

台所、洗面、浴室への給湯

流し台

内装（壁、床、建具など）

洗面・脱衣室

浴室

0.6%

1.8%

2.4%

3.0%

3.9%

4.8%

5.7%

7.2%

9.3%

9.9%

11.7%

12.6%

14.1%

14.7%

23.7%

25.4%

0% 10% 20% 30%

高齢者対応（廊下の幅）

高齢者対応（室内の段差）

部屋の広さ

部屋の仕切り方（間取り）

高齢者対応（手摺りの有無）

高齢者対応（緊急通報システム）

洗濯機置き場

収納

断熱性

耐震性

流し台

防犯対策（ピッキング対策など）

洗面・脱衣室

台所、洗面、浴室への給湯

内装（壁、床、建具など）

浴室
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ウ 改修で受け入れられる家賃増 

木造・簡平・簡二、中耐・低耐ともに受け入れられる金額としては「3千円未満の家賃

増」が最も多くなっているが、中耐・低耐では「家賃が増加するなら改修は必要ない」が

約 4分の 1を占め最も多くなっており、改修に対する意向がやや低くなっている。 

 

■木造・簡平・簡二 ■中耐・低耐 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 改修に伴う一時移転に対する意向 

「同じ団地内になら一時移転しても良い」がともに 3 割以上で最も多く、次いで「近く

の市営住宅になら一時移転しても良い」が多くなっており、一時移転に対する抵抗感は見

られない。 

 

■木造・簡平・簡二 ■中耐・低耐 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３千円未満の家賃増
22.6%

３千円～５千円未満

の家賃増 21.6%

５千円～１万円未満

の家賃増 14.9%

１万円～２万円未満

の家賃増 6.3%

２万円～３万円未満

の家賃増 1.5%

家賃が高くなるなら

改修は必要ない
14.9%

無回答 18.2%

３千円未満の家賃増
23.3%

３千円～５千円未満

の家賃増 17.7%

５千円～１万円未満

の家賃増 5.4%

１万円～２万円未満

の家賃増 1.8%

２万円～３万円未満

の家賃増 2.7%

家賃が高くなるなら

改修は必要ない
25.1%

無回答 24.0%

同じ団地内になら

一時移転しても良い
32.7%

近くの市営住宅にな

ら一時移転しても良

い31.6%

改修を機会に他の

市営住宅に引越し

たい7.8%

改修を機会に市営

住宅以外の住宅に

引越したい0.4%

その他 7.1%

無回答 20.4%

同じ団地内になら

一時移転しても良い
35.6%

近くの市営住宅にな

ら一時移転しても良

い21.0%

改修を機会に他の

市営住宅に引越し

たい3.9%

改修を機会に市営

住宅以外の住宅に

引越したい3.0%

その他 8.1%

無回答 28.4%
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オ 住戸の劣化 

木造・簡平・簡二、中耐・低耐ともに「カビがよく発生する」「壁紙や塗装がはがれて

いる」「結露が発生する」が上位 3 項目を占めており、これらは全て内壁の断熱化と、入

居者の適正な住戸管理で解消することが可能なものとなっている。 

 

■木造・簡平・簡二 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■中耐・低耐 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13.8%

3.3%

3.7%

5.2%

8.2%

11.2%

42.0%

48.3%

53.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

その他

給湯器の温度が低い

水道水の出が悪い

漏水がある

水道水から赤水や白濁水が出る

排水管がよく詰まる

結露が発生する

壁紙や塗装がはがれている

カビがよく発生する

14.4%

2.4%

3.9%

6.6%

8.7%

16.2%

41.3%

45.5%

51.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

その他

水道水から赤水や白濁水が出る

給湯器の温度が低い

漏水がある

水道水の出が悪い

排水管がよく詰まる

壁紙や塗装がはがれている

結露が発生する

カビがよく発生する
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（５）周辺環境について 

ア 周辺環境に対する満足度 

木造・簡平・簡二では全ての項目で不満度が満足度を上回っているが、中耐・低耐で

は「街灯、階段灯」「住棟まわりの歩きやすさ」「集会室」については満足度が不満度を上

回っている。また、木造・簡平・簡二、中耐・低耐ともに満足度が低いのは「子供の遊び

場」「植栽」となっており、改善が求められる。 

 

■木造・簡平・簡二 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■中耐・低耐 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.3

3.3

3.7

2.6

7.1

6.3

8.6

1.9

3.0

1.9

1.9

2.2

7.1

5.2

34.2

24.9

26.8

28.3

34.6

36.4

32.3

5.9

13.8

8.6

8.2

8.9

11.9

15.2

9.3

16.7

15.6

16.4

8.9

8.9

10.8

45.4

38.3

43.4

42.6

38.3

29.4

27.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

植栽

駐車場

自転車置き場

子どもの遊び場

集会室

住棟まわりの歩きやすさ

街灯・階段灯

満足 やや満足 普通 やや不満 不満 無回答

7.5

11.1

10.2

7.2

13.2

14.1

16.5

3.6

6.0

3.9

3.3

5.1

8.1

8.7

43.1

30.4

39.4

35.0

42.5

45.7

38.8

10.8

14.4

12.3

14.7

6.6

5.4

10.5

7.8

13.2

9.3

10.8

2.4

3.3

4.2

27.2

24.9

24.9

29.0

30.2

23.4

21.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

植栽

駐車場

自転車置き場

子どもの遊び場

集会室

住棟まわりの歩きやすさ

街灯・階段灯

満足 やや満足 普通 やや不満 不満 無回答
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イ 周辺環境で改修が必要と思われる点 

木造・簡平・簡二、中耐・低耐ともに「駐車場」が最も多くなっており、木造・簡平・

簡二では次いで「街灯、階段灯」「自転車置き場」、中耐・低耐では「子供の遊び場」「自

転車置き場」が多くなっている。必ずしも満足度が低いものが挙げられている状況となっ

ていない。 

■木造・簡平・簡二 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■中耐・低耐 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 団地内の近所付き合い 

木造・簡平・簡二、中耐・低耐ともに「あいさつする程度である」が最も多く、次いで

「立ち話する程度である」が多くなっているが、木造・簡平・簡二の方が「全くない」と

いう回答が多いことから、コミュニティの面で中耐・低耐に比べてやや劣っていると考

えられる。 

 

■木造・簡平・簡二 ■中耐・低耐 

 

 

 

 

 

 

6.3%

9.3%

12.6%

14.9%

15.2%

20.1%

26.4%

0% 10% 20% 30%

植栽

集会室

住棟まわりの歩きやすさ

子どもの遊び場

自転車置き場

街灯・階段灯

駐車場

6.3%

6.6%

15.3%

16.5%

20.7%

21.6%

27.8%

0% 10% 20% 30%

集会室

住棟まわりの歩きやすさ

植栽

街灯・階段灯

自転車置き場

子どもの遊び場

駐車場

あいさつする

程度である
35.7%

立ち話する程

度である
27.5%

親しく付き合っ

ている 25.3%

全くない3.7%

その他 0.7%
無回答 7.1%

あいさつする

程度である
43.4%

立ち話する程

度である
33.5%

親しく付き合っ

ている 20.1%

全くない0.6%
その他 0.9% 無回答 1.5%
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エ 団地内の生活の不安 

木造・簡平・簡二、中耐・低耐ともに「マナーやルールを守れない入居者が多い」が最

も多くなっており、中耐・低耐では半数以上を占めている。中耐・低耐では次いで多い

のは「特に困っていることはない」となっており、不安はルール・マナーに集約されてい

ると言える。一方で、木造・簡平・簡二では「防災や防犯などの安全面で不安がある」「高

齢化により住戸内に引きこもりがちになり活気がない」「自治会などの地域活動に参加す

る担い手がいない」がそれぞれ 2割前後挙げられており、不安が多岐にわたっている。 

 

■木造・簡平・簡二 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■中耐・低耐 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.9%

8.6%

19.3%

20.1%

21.9%

23.0%

39.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

その他

住民の減少により人通りがなく活気がない

自治会などの地域活動に参加する担い手がいない

特に困っていることはない

高齢化により住戸内に引きこもりがちになり活気がない

防災や防犯などの安全面で不安がある

マナーやルールを守れない入居者が多い

9.9%

3.9%

12.6%

15.3%

19.2%

27.2%

52.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

その他

住民の減少により人通りがなく活気がない

高齢化により住戸内に引きこもりがちになり活気がない

自治会などの地域活動に参加する担い手がいない

防災や防犯などの安全面で不安がある

特に困っていることはない

マナーやルールを守れない入居者が多い
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１ 老朽化している住宅への早急な対応 

本市の市営住宅は約半数が耐火造で、残りが木造、簡易耐火構造となっており、その大半が

耐用年限を経過していることから、防災・防犯等の安全性や居住性の面で早急な対応が求めら

れている。また、耐火造についても外壁の爆裂など安全性に問題があるものも見られ、震災時

に建物の被害が拡大するだけでなく、日常生活においてもコンクリートの剥落などの危険性が

あることから、特に劣化が著しい住宅では一刻も早い対応が必要である。 

 

２ 人口の動態を見据えた供給量の確保 

本市の人口は減少傾向が続いており、これに伴い市営住宅需要も減少すると予測される。人

口の動態は市営住宅の需要に大きな影響を与えることから、人口の増減に柔軟に対応できる供

給方策を構築する必要がある。 

 

３ 世帯と住戸の“ミスマッチ”の解消 

本市の市営住宅は、約 1 割の世帯が最低居住面積水準未満となっている。特に、公営住宅の

3割弱が 40㎡未満の小規模住戸となっており、これは 3人世帯の最低居住面積水準に満たない

水準である。40㎡未満の住戸への多人数世帯の居住が見られるなど、決して望ましい水準を確

保しているとは言えない。一方で、1 人世帯、2 人世帯が多く、これらの世帯が 50 ㎡を超える

住戸に住んでいる状況がある。このような世帯と住戸の“ミスマッチ”を解消し、世帯構成に

ふさわしい規模の住宅に住めるようにすることが重要である。 

 

４ 住宅困窮者への対応 

本市での高齢化率は 28.5％となっており、4 分の 1 が高齢者単身・夫婦世帯となっている。

借家で暮らす高齢者のみの世帯は、家賃の支払いが困難になったり、転居の際に入居を断られ

たりする場合があるなど、居住に不安を抱えている。さらに、近年の不況などの影響もあり、

場合によっては住居を失うこともある。近年では東日本大震災などの大きな地震もあり、罹災

者への対応を求められることもある。障がい者や子育て世帯、ＤＶ被害者なども居住に不安を

抱えている場合もある。また、未だ最低居住面積水準未満の世帯が見られる。こうしたことか

ら、その対応が可能な市営住宅ストックを形成する必要がある。 

（注）ＤＶ「ドメスティック・バイオレンス」（英：domestic  violence ）夫や恋人など親密な関係にあるパートナーから

加えられる暴力。身体的な暴力行為のほか、精神的・性的暴力も含む。 

 

５ 誰もが快適に生活できる居住環境の整備 

本市の市営住宅居住者においては、約 3 割が高齢者のみとなっており、地区によっては 5 割

を超える地区もある。さらに、団塊の世代の加齢により高齢化がさらに急速に進むと予想され

ている。市営住宅ストックは、高齢者・障がい者対応の住戸が少なく、住戸内に階段がある簡

二の住戸が多いなど、高齢者等の安定居住には十分とはいえない状況にある。バリアフリー化

を進めるなど、高齢者等が安心して暮らせる市営住宅の整備が必要である。 
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１ 市営住宅の役割 

市営住宅の役割は、「公営住宅法」や「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関

する法律」に定められているように、住宅市場において自力では健康で文化的な生活を営むに

足りる住宅の確保が困難な住宅困窮者のために、低廉な家賃で賃貸することによって住宅市場

を補完し、セーフティネットを形成することである。また、高齢者や障がい者などが安心して

暮らせるような住宅を供給する福祉的な役割も有している。 

よって、市内に住む最低居住面積水準未満の世帯の解消のため、低額所得者や被災者、高齢

者、障がい者、子育て世帯、解雇などにより住宅を失った世帯などのうち、住宅の確保に配慮

が必要な世帯の居住安定のために市営住宅を供給する。 

 

■根拠法等の抜粋 

公営住宅法 

第一条 この法律は、国及び地方公共団体が協力して、健康で文化的な生活を営むに足り

る住宅を整備し、これを住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃で賃貸し、又

は転貸することにより、国民生活の安定と社会福祉の増進に寄与することを目的とす

る。 

 

住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律 

第一条 この法律は、住生活基本法（平成十八年法律第六十一号）の基本理念にのっとり、

低額所得者、被災者、高齢者、障害者、子どもを育成する家庭その他住宅の確保に特

に配慮を要する者（以下「住宅確保要配慮者」という。）に対する賃貸住宅の供給の促

進に関し、基本方針の策定その他の住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進

に関する施策の基本となる事項等を定めることにより、住宅確保要配慮者に対する賃

貸住宅の供給の促進を図り、もって国民生活の安定向上と社会福祉の増進に寄与する

ことを目的とする。 

 

２ 長寿命化及びライフサイクルコストの縮減に関する方針 

（１）耐火造ストックの長期的活用 

耐火造のストックについては、剥落の見られる外壁の補修を行うなど劣化に対する改修を

行うとともに、バリアフリー化改修などによる整備水準の向上などにより、長く使用できる

ストック形成を図る。 

 

（２）供給量の適正化による事業コストの削減 

本市では人口減少が続いており、これに伴い公営住宅需要が減少すると考えられる。その

ため、耐用年限を経過するなど老朽化している団地の用途廃止や、建替時に従前戸数から建

替後の戸数を減少させるなど、管理戸数を調整し、維持管理や改修などに係る事業費の削減

を図る。 
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（３）住み続けられる市営住宅の形成 

市営住宅を長く使うためには、ハード整備にあわせて住戸の広さや設備に適した世帯が入

居することが重要である。入居者と住戸のミスマッチが見られるなかで、建替や全面的改善

による型別供給により、世帯構成にあった住戸を整備することでミスマッチの解消を図るが、

全てを型別供給で対応することは財政上難しいことから、住み替えなどの入居者管理を併せ

て行うことで、型別供給の補完を図る。 

 

（４）バリアフリー化の推進 

市営住宅の長寿命化にあたっては、多様な世帯が住み続けられる居住環境の形成を同時に

行うことで、ハード整備との相乗効果で長期間の使用が可能になる。そのため、特に高齢者

や障がい者が安心して入居できるようにバリアフリー化を推進する。 

 

（５）財政負担の少ない事業計画の実施 

市営住宅の長寿命化には、公営住宅事業としての継続性が重要である。そのため、建替か

ら全面的改善や個別改善への切り替えや、長寿命化型改善による維持管理コストの削減など

による事業費の削減や、事業実施時期の調整などによる事業費の平準化などにより、財政負

担の軽減を図る。 

 

３ ストックの状態の把握及び日常的な維持管理の方針 

（１）計画的な修繕の実施 

ストックの維持管理にあたっては、日常的な点検や入居者とのコミュニケーションにより、

不具合や劣化の発生状況等の把握に努める。また、計画的な修繕を行い、入居者の日常生活

の快適性と安全性を確保するとともに、想定外の大規模改修などの発生を未然に防ぐことで、

事業費の削減を図る。 

 

（２）入居者管理の適正化 

限られたストックの中で、市内に住む最低居住面積水準未満の世帯の解消のため、市営住

宅への入居機会を創出する方策として、建替や新設などによって管理戸数を増加させること

は、前述したとおり今後の需要を踏まえると厳しいことから、収入超過者や高額所得者の退

去により空き住戸を確保するとともに、入居者管理の適正化を中心に取り組むこととする。 
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４ 供給目標 

本市の公的借家の割合は 7.1％となっており、山口県下の市で中位に位置し、全国の 6.4％

や山口県全体の 6.9％を若干上回っているといえる。 

しかしながら、本市の人口は減少傾向にあり、市営住宅の需要動向に大きな影響を与える

ことから、今後は人口の増減を十分注視するとともに、引き続き住宅セーフティネットとし

ての役割を適切に果たしていく必要がある。 

整備に当たっては、団地によっては応募倍率の高い住宅もあることから、老朽化している

などの理由により応募の少ない団地を中心に建替や用途廃止を含め、計画的かつ柔軟に整備

を進めることを目標とする。 

 

   ■所有関係別住宅割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住宅・土地統計調査 

 

75.4

67.6

84.4

75.6

77.4

73.5

67.1

68.2

69.5

71.3

57.7

61.7

62.1

66.7

62.4

7.6

7.6

9.4

6.0

5.0

7.1

5.6

6.7

6.4

4.6

4.1

8.3

8.6

6.9

6.4

14.3

21.1

4.7

17.0

16.0

17.1

24.0

20.9

21.4

21.0

33.7

27.7

26.0

23.3

28.3

2.7

3.7

1.5

1.4

1.6

2.3

3.3

4.2

2.7

3.1

4.5

2.3

3.3

3.1

2.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

山陽小野田市

周南市

美祢市

柳井市

長門市

光市

岩国市

下松市

防府市

萩市

山口市

宇部市

下関市

山口県

全国

持ち家 公的借家 民営借家 給与住宅
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５ 整備水準の目標 

基本理念や目標、住生活基本計画を踏まえ、整備水準の目標を以下のとおり設定する。 

ただし、目標とする整備水準については、活用手法ごとに実現できる性能が異なるため、

一律の整備水準を設定することは困難である。そこで、活用手法ごとに整備水準を設定し、

その水準確保のための適用項目を設定する。 

 

■整備水準の目標 

水水準準達達成成のの方方針針  

  

項項目目  

建建替替時時のの目目標標  全全面面的的改改修修時時のの目目標標  個個別別改改善善時時のの目目標標  

以下の項目を全て達成 

する 

以下の項目を可能な限り

達成するように努める 

以下の項目の中から、現

状の整備水準に応じて選

択する 

住
戸 

構造 中層耐火構造 － － 

戸当り面積 40 ㎡～75 ㎡ 40 ㎡～75 ㎡ － 

給湯設備 3 箇所給湯 3 箇所給湯 － 

床 段差の解消 段差の解消 段差の解消 

出入口 玄関手摺り 玄関手摺り 玄関手摺り 

廊下 手摺りの設置 手摺りの設置 － 

台所 

流し W=1,500 

コンロ W=700 

シングルレバー水栓 

流し W=1,500 

コンロ W=700 

シングルレバー水栓 

シングルレバー水栓 

便所 
手摺りの設置 

コンセントの設置 

手摺りの設置 

コンセントの設置 

手摺りの設置 

便器の洋式化 

浴室 

ユニットバス 

出入口の段差処理 

手摺りの設置 

ユニットバス 

出入口の段差処理 

手摺りの設置 

浴室・浴槽・風呂釜の設置※

出入口の段差処理 

手摺りの設置 

洗面所 
シングルレバー水栓 

手摺りが設置可能な下地

シングルレバー水栓 

手摺りが設置可能な下地
シングルレバー水栓 

省エネルギー 外壁面内断熱 外壁面内断熱 外壁面内断熱 

電気容量 30A 30A 30A 

スイッチ等 大型蛍スイッチ等 大型蛍スイッチ等 － 

共
用
部
分 

安全性確保 
新耐震基準 

2 方向避難の確保 

新耐震基準 

2 方向避難の確保 

新耐震基準※ 

2 方向避難の確保※ 

給水設備 
6 面点検可能な受水槽 

または直結給水 

6 面点検可能な受水槽 

または直結給水 

6 面点検可能な受水槽 

または直結給水※ 

排水設備 
公共下水または合併処理

浄化槽 

公共下水または合併処理

浄化槽 

公共下水または合併処理

浄化槽※ 

エレベーター 3 階以上の建物に設置 3 階以上の建物に設置 － 

共用廊下・階段 片側手摺り設置 片側手摺り設置 片側手摺り設置※ 

屋
外
外
構 

駐輪場 住戸数に応じて設置 住戸数に応じて設置 － 

集会所 50 戸以上の団地に設置 50 戸以上の団地に設置 － 

公園・緑地 設置 設置 － 

駐車場 戸当り 1台程度 － － 

※については、必須項目とする。
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参考：住生活基本計画における住宅性能水準 

項目 水準の内容 

基
本
的
機
能 

居住室の構

成等 

・ 各居住室の構成及び規模は、個人のプライバシー、家庭の団らん、接客、余暇活動

等に配慮して、適正な水準を確保する。ただし、都市部における共同住宅等におい

て都市における利便性を考慮する場合は、個人のプライバシー、家庭の団らん等に

配慮して、適正な水準を確保する。 

・ 専用の台所その他の家事スペース、便所（原則として水洗便所）、洗面所及び浴室を

確保する。ただし、適切な規模の共用の台所及び浴室を備えた場合は、各個室には

専用のミニキッチン、水洗便所及び洗面所を確保すれば足りる。 

・ 世帯構成に対応した適正な規模の収納スペースを確保する。 

共同住宅に

おける共同

施設 

・ 中高層住宅については、原則としてエレベーターを設置する。 

・ バルコニー、玄関まわり、共用廊下等の適正な広さを確保する。 

・ 集会所、子供の遊び場等の設置及び駐車場の確保に努める。 

・ 自転車置場、ゴミ収集スペース等を確保する。 

居
住
性
能 

耐震性等 
・ 想定される大規模地震・暴風等による荷重・外力に対し、構造躯体が倒壊等に至ら

ないように、耐震性能を含む構造強度について、適正な水準を確保する。 

防火性 
・ 火災に対して安全であるように、延焼防止及び覚知・避難のしやすさについて、適

正な水準を確保する。 

防犯性 
・ 外部からの侵入を防止するため、出入口や窓等の侵入防止対策等について、適正な

水準を確保する。 

耐久性 
・ 長期の安定した居住を可能とする耐久性を有するように、構造躯体の劣化防止につ

いて、適正な水準を確保する。 

維持管理等

への配慮 

・ 設備配管等の維持管理・修繕等の容易性について、適正な水準を確保する。また、

増改築、改装及び模様替えの容易性について、適正な水準を確保する。 

断熱性等 

・ 快適な温熱環境の確保が図られるように、結露の防止等に配慮しつつ、断熱性、気

密性等について、適正な水準を確保する。また、住戸内の室温差が小さくなるよう、

適正な水準を確保する。 

室内空気環

境 

・ 清浄な空気環境を保つため、内装材等からの化学物質、石綿等の汚染物質発生防止、

換気等について、適正な水準を確保する。 

採光等 ・ 窓等の外壁の開口部からの採光等について、適正な水準を確保する。 

遮音性 
・ 隣接住戸、上階住戸からの音等が日常生活に支障とならないように、居室の界床及

び界壁並びに外壁の開口部の遮音について、適正な水準を確保する。 

高齢者等へ

の配慮 

・ 加齢による一定の身体機能の低下等が生じた場合にも基本的にはそのまま住み続け

ることができるように、住戸内、共同住宅の共用部分等について、段差の解消、手

摺りの設置、廊下幅の確保、便所の配置等に関し、日常生活の安全性及び介助行為

の容易性について、適正な水準を確保する。 

その他 
・ 家具等の転倒の防止、落下物の防止、ガス漏れ・燃焼排ガスによる事故の防止、防

水性、設備等の使いやすさ等について、適正な水準を確保する。 

外
部
性
能 

環境性能 

・ 自然エネルギーの利用、断熱性の向上やエネルギー効率の高い設備機器の使用など

エネルギーの使用の合理化、断熱材のノンフロン化等について、適切な水準を確保

する。また、建設・解体時の廃棄物の削減、解体処理・リサイクルの容易性、地域

材・再生建材の利用、雨水・雑排水の処理・有効利用、敷地内の緑化等について、

適切な水準を確保する。 

外観等 
・ 外壁、屋根、門塀等の配置及びデザインの周辺との調和について、適切な水準を確

保する。 
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１ ストック活用の手法 

ストック活用の手法は下表の通りである。 

 

■ストック活用の手法 

手法 詳細 

建替 
既設の市営住宅を除去し、その土地の全部又は一部の区域、非現地に新たに市営住宅を建設す

る。 

全面的 

改善 

市営住宅の質の向上のため、次の事項を全て含み、住戸については、躯体を残して全面的又は

それに準ずる改善を行う。 

住戸改善（居住性向上、高齢者対応） 

共用部分改善（高齢者対応、安全性確保） 

屋外・外構部分改善（高齢者対応） 

個別改善 

市営住宅の質の向上のため、次のいずれかの改善を行う。 

住戸改善 

長寿命化型（耐久性向上等） 

居住性向上型（間取り変更、給湯設備の設置等） 

福祉対応型（段差解消、高齢者対応建具の設置、流し台、洗面台更新等） 

安全性確保型（避難経路確保、不燃化等） 

共用部分 

改善 

長寿命化型（耐久性向上等） 

居住性向上型（給水方式の変更等） 

福祉対応型（段差解消、手摺り設置等） 

安全性確保型（耐震改修、外壁落下防止改修、防火区画、避難設備設置等） 

屋外・外構

改善 

長寿命化型（耐久性向上等） 

居住性向上型（児童遊園の整備等） 

福祉対応型（段差解消、通路の幅員確保等） 

安全性確保型（避難経路確保、照明設備の照度確保等） 

修繕対応 

市営住宅の性能を維持するため、次の修繕等を行う。 

保守点検 

経常修繕（経常的に必要となる小規模な修繕） 

計画修繕（修繕周期等に基づき計画的に実施すべき大規模な修繕） 

空家修繕 

用途廃止 市営住宅としての用途を廃止し、他の用途として有効活用する。 

 

■個別改善の細分化 

個別改善① 長寿命化型及び居住性向上型、福祉対応型又は安全性確保型 

個別改善② 居住性向上型、福祉対応型又は安全性確保型 

個別改善③ 長寿命化型のみ 

 



 

70 

２ 選定方法 

国の公営住宅等長寿命化計画策定指針に基づき、本市の手法選定を以下のフローに従って行

う。 

 

■手法選定フロー（選定基準は次ページを参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1-1 経過年数 

× 

○ 

1-2 需要 

維持管理 

建替 

1-3 高度利用 

用途廃止 継続判定 

1-4 改善履歴

1-4 改善履歴

△ 

○ 

× 

○ 

× 

× 

○ 

○ 

× 

１次判定 

２次判定 

３次判定 

 

修繕対応 個別改善③

全面的改善 

○ 

△ 

個別改善① 個別改善②

いずれか 
1 つでも× 

 

2-4改善可能性

○ 

× 

○ 

× 

すべて○か△ 

建替 

× 

2-1 躯体安全性 

2-2 避難安全性 

2-3-1 居住性(設備) 

2-3-2居住性(高齢者対応) 

2-3-3 居住性(劣化) 

2-5長寿命化必要性 2-5長寿命化必要性 
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■選定基準 

国の公営住宅等長寿命化計画策定指針を踏まえ、本市の手法選定に係る基準について、以下の

とおり定める。 

 

判

定 
判定項目 判定方法 

１
次
判
定 

1-1 

経過年数 

建替または用途廃止すべき目安となる耐用年限経過状況と、個別改善が交付金対

象となる平成 2年度を基準とする。 

※耐用年限：耐火造 70 年、準耐火造 45 年、木造 30 年 

○：建設年が平成 3年度以降 

△：建設年が平成 2年度以前で計画期間内に耐用年限未経過 

×：計画期間内に耐用年限経過 

1-2 

需要 

募集数を応募数が上回る、空き家が発生しないため募集ができないなど、市民に

人気のある団地かどうかを基準とする。 

○：空き家率が市営住宅平均未満 

×：空き家率が市営住宅平均以上 

1-3 

高度利用 

建替を想定した場合、一定規模以上の団地でなければ非効率となるため、団地の

管理戸数が 20 戸以上かどうかを基準とする。また、敷地形状が不整形である、高

低差があるなど、建替による高度利用が困難な敷地条件かどうかを基準とする。

○：団地戸数が 20 戸以上かつ高度利用が可能な敷地条件 

×：団地戸数が 20 戸未満または高度利用が困難な敷地条件 

1-4 

改善履歴 

交付金による改善実施後、一定期間(標準管理期間)を経過し、住棟の解体が可能

かどうかを基準とする。 

※標準管理期間：全面的改善 30 年、個別改善 10 年 

○：計画期間内に改善実施後の標準管理期間未経過 

×：計画期間内に改善実施後の標準管理期間経過または改善の未実施 

２
次
判
定 

2-1 

躯体安全性 

建築基準法の新耐震基準の適合状況を基準とする。 

○：昭和 56 年以降の建設または耐震診断で耐震性を確認(新耐震基準) 

△：昭和 55 年以前で非木造の壁式構造 

×：上記以外 

2-2 

避難安全性 

消防法の 2方向避難の確保の状況を基準とする。 

○：2方向避難が確保 

×：2方向避難が未確保 

２-

３
居
住
性 

 
快適な生活に十分な住棟の居住性の目安として、設備、高齢化対応の有無、劣化

を基準とする。 

2-3-1 

設備 

○：風呂釜が市設置 

×：風呂釜が入居者設置 

2-3-2 

高齢者対応 

○：高齢者対応あり(平成 7年の長寿社会対応住宅設計指針に対応) 

×：高齢者対応なし 

2-3-3 

劣化 

○：外壁、共用鉄部、屋上防水に劣化なし 

×：外壁、共用鉄部、屋上防水に劣化あり 

2-4 

改善可能性 

改善後、標準管理期間を使用できなければ交付金対象とならないため、残耐用年

数が標準管理期間を上回っているかどうかを基準とする。併せて交付金対象とな

る全面的改善の建設年の要件である昭和 56 年以前かどうかを基準とする。 

○：残耐用年数が 10 年以上 30 年未満（個別改善可能） 

△：残耐用年数が 30 年以上かつ建設年が昭和 56 年以前（全面的改善可能） 

×：残耐用年数が 10 年未満（改善不可能） 

2-5 

長寿命化必要性 

長寿命化すべき住棟として、交付金対象となる残耐用年数が 10 年以上ある住棟で

あるかどうかを基準とする。加えて、長寿命化及びライフサイクルコスト(LCC)縮

減についても大きな効果が期待できる外壁、共用鉄部、屋上防水の劣化状況を判

断基準とする。 

○：残耐用年数が 10 年以上あり、かつ外壁、共用鉄部、屋上防水のいずれかに劣

化がある 

×：残耐用年数が 10 年未満または、外壁、共用鉄部、屋上防水のいずれにも劣化

がない 
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判

定 
判定項目 判定方法 

３
次
判
定 

事業効率性等 

同じ団地内の同時期、同タイプの住棟に建替と個別改善など、異なる活用手法が

混在する場合は、事業効率性、団地内の公平性等の観点から、団地単位で同じ活

用手法を選定することとする。 

緊急性 

個別改善は緊急性の観点から、外壁改修など安全性確保に係る改善が必要な団地

から優先して実施する。建替、用途廃止についても、耐用年限を経過しているな

ど老朽化している団地から優先して実施する。 

事業実現性 

計画期間内に建替や改善事業が集中し、市の財政や体制上の理由などにより実施

が困難である場合は、上記のように緊急性が高い住棟を除き、計画期間内は修繕

対応とし、計画期間後に事業を実施するなど、スケジュールを調整する。 

事業費の削減 

全面的改善の住棟のうち、階段室型などエレベーターの設置が困難な団地や改善

が必要な箇所が少ないものに関しては、個別改善で対応する。また、建替の住棟

のうち、計画期間内で個別改善が可能(残耐用年数が 10 年)なものについては、老

朽化が著しくないものを個別改善で対応する。 
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３ 判定結果 

（１）１次判定・２次判定結果 

判定結果は以下の通りである。 

 

1 次判定 戸数 

建替 294 

用途廃止 52 

継続判定 632 

維持管理 256 

総計 1,234 

 

 

（２）３次判定 

3 次判定において 1・2次判定の結果を見直した団地について以下に取りまとめる。 

 

ア 汐浜 2区(2 号棟)、西之浜、東戸仲、東領家、虹川 

1 次判定で建替となっているが、団地規模が小さく事業の効率性が低いことから、将来的

な公営住宅需要の減少を見据えて用途廃止とする。 

 

イ 幸町 

2 次判定で建替となっているが、団地規模が小さく事業の効率性が低く、近隣が低層住宅

地であることから高度利用が困難であるため、非現地での建替とする。 

 

ウ 溝呂井 

1 次判定で用途廃止となっているが、市全体の地区別の供給バランスと大和地区内の供給

バランスを考慮すると、団地数を減少させることは望ましくないため、非現地での建替とす

る。 

 

（３）団地別住棟別判定結果 

判定結果は以下の通りである。 

3 次判定 団地 合計

建替 松中、山田、亀山、岩狩、三輪中央、小豆尻 405

建替(非現地) 幸町、溝呂井 66

個別改善① 
汐浜２区(1 号棟)、みたらい、森ケ峠、相生、高洲、高洲西、緑町(1・2

号棟)、緑町西、儀山、中岩田(1・2 号棟) 
386

個別改善② 中央、虹ケ浜西、 20

個別改善③ 中岩田(3・4 号棟) 24

修繕対応 領家台、花園、平岡台、緑町(3～5 号棟) 232

用途廃止 南汐浜、汐浜２区(2 号棟)、西之浜、東戸仲、東領家、上島田、虹川 101

総計 － 1,234

2 次判定 戸数

建替 226

個別改善① 386

個別改善② 20

個別改善③ 24

修繕対応 232

総計 888
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団
地 

管
理
番
号 

1次判定 ２次判定 

３
次
判
定 

経
過
年
数 

需
要 

高
度
利
用 

改
善
履
歴 

判
定
結
果 

躯
体
安
全
性 

避
難
安
全
性 

居住性 改
善
可
能
性 

長
寿
命
化
必
要
性 

判
定
結
果 

(

設
備)

 

(

高
齢)

 

(

劣
化)

 

南汐浜 01 × × × × 用途廃止 - - - - - - - - 用途廃止 

南汐浜 02 × × × × 用途廃止 - - - - - - - - 用途廃止 

南汐浜 03 × × × × 用途廃止 - - - - - - - - 用途廃止 

汐浜２区 01 △ - - - 継続判定 △ ○ × × × ○ ○ 個別改善① 個別改善① 

汐浜２区 02 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 用途廃止 

松中 01 × × ○ - 継続判定 △ ○ × × × × - 建替 建替 

松中 01･03 × × ○ - 継続判定 △ ○ × × × × - 建替 建替 

松中 02 × × ○ - 継続判定 △ ○ × × × × - 建替 建替 

松中 04 × × ○ - 継続判定 △ ○ × × × × - 建替 建替 

松中 05 × × ○ - 継続判定 △ ○ × × × × - 建替 建替 

松中 06 × × ○ - 継続判定 △ ○ × × × × - 建替 建替 

松中 07 × × ○ - 継続判定 △ ○ × × × × - 建替 建替 

松中 08 × × ○ - 継続判定 △ ○ × × × × - 建替 建替 

松中 09 × × ○ - 継続判定 △ ○ × × × × - 建替 建替 

松中 10 × × ○ - 継続判定 △ ○ × × × × - 建替 建替 

松中 11 × × ○ - 継続判定 △ ○ × × × × - 建替 建替 

松中 12 × × ○ - 継続判定 △ ○ × × × × - 建替 建替 

松中 13 × × ○ - 継続判定 △ ○ × × × × - 建替 建替 

西之浜 01 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 用途廃止 

みたらい 01 △ - - - 継続判定 △ ○ × × × ○ ○ 個別改善① 個別改善① 

みたらい 02 △ - - - 継続判定 △ ○ × × × ○ ○ 個別改善① 個別改善① 

みたらい 03 △ - - - 継続判定 △ ○ × × × ○ ○ 個別改善① 個別改善① 

中央 01 △ - - - 継続判定 ○ ○ × × ○ ○ × 個別改善② 個別改善② 

中央 02 △ - - - 継続判定 ○ ○ × × ○ ○ × 個別改善② 個別改善② 

東戸仲 01 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 用途廃止 

森ケ峠 01 △ - - - 継続判定 △ ○ × × × ○ ○ 個別改善① 個別改善① 

森ケ峠 02 △ - - - 継続判定 △ ○ × × × ○ ○ 個別改善① 個別改善① 

東領家 01 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 用途廃止 

東領家 02 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 用途廃止 

東領家 03 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 用途廃止 

東領家 04 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 用途廃止 

東領家 05 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 用途廃止 

領家台 01 ○ - - - 維持管理 - - - - ○ - × 修繕対応 修繕対応 

領家台 02 ○ - - - 維持管理 - - - - ○ - × 修繕対応 修繕対応 
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領家台 03 ○ - - - 維持管理 - - - - ○ - × 修繕対応 修繕対応 

領家台 04 ○ - - - 維持管理 - - - - ○ - × 修繕対応 修繕対応 

領家台 05 ○ - - - 維持管理 - - - - ○ - × 修繕対応 修繕対応 

領家台 06 ○ - - - 維持管理 - - - - ○ - × 修繕対応 修繕対応 

領家台 07 ○ - - - 維持管理 - - - - ○ - × 修繕対応 修繕対応 

相生 01 △ - - - 継続判定 △ ○ × × × ○ ○ 個別改善① 個別改善① 

相生 02 △ - - - 継続判定 △ ○ × × × ○ ○ 個別改善① 個別改善① 

相生 03 △ - - - 継続判定 △ ○ × × × ○ ○ 個別改善① 個別改善① 

相生 04 △ - - - 継続判定 △ ○ × × × ○ ○ 個別改善① 個別改善① 

花園 01 ○ - - - 維持管理 - - - - ○ - × 修繕対応 修繕対応 

平岡台 10 ○ - - - 維持管理 - - - - ○ - × 修繕対応 修繕対応 

高洲 01 △ - - - 継続判定 △ ○ × × × ○ ○ 個別改善① 個別改善① 

高洲 02 △ - - - 継続判定 △ ○ × × × ○ ○ 個別改善① 個別改善① 

高洲西 01 △ - - - 継続判定 △ ○ × × × ○ ○ 個別改善① 個別改善① 

緑町 01 △ - - - 継続判定 ○ ○ × × × ○ ○ 個別改善① 個別改善① 

緑町 02 △ - - - 継続判定 ○ ○ × × × ○ ○ 個別改善① 個別改善① 

緑町 30 ○ - - - 維持管理 - - - - ○ - × 修繕対応 修繕対応 

緑町 31 ○ - - - 維持管理 - - - - ○ - × 修繕対応 修繕対応 

緑町 32 ○ - - - 維持管理 - - - - ○ - × 修繕対応 修繕対応 

緑町 33 ○ - - - 維持管理 - - - - ○ - × 修繕対応 修繕対応 

緑町西 01 △ - - - 継続判定 △ ○ × × × ○ ○ 個別改善① 個別改善① 

幸町 01 × × ○ - 継続判定 △ ○ × × × × - 建替 建替(非現地)

幸町 02 × × ○ - 継続判定 △ ○ × × × × - 建替 建替(非現地)

幸町 03 × × ○ - 継続判定 △ ○ × × × × - 建替 建替(非現地)

幸町 04 × × ○ - 継続判定 △ ○ × × × × - 建替 建替(非現地)

幸町 05 × × ○ - 継続判定 △ ○ × × × × - 建替 建替(非現地)

幸町 06 × × ○ - 継続判定 △ ○ × × × × - 建替 建替(非現地)

虹ケ浜西 01 △ - - - 継続判定 ○ ○ × × ○ ○ × 個別改善② 個別改善② 

上島田 01 × × × × 用途廃止 - - - - - - - - 用途廃止 

上島田 02 × × × × 用途廃止 - - - - - - - - 用途廃止 

山田 01 × × ○ - 継続判定 △ ○ × × × × - 建替 建替 

山田 02 × × ○ - 継続判定 △ ○ × × × × - 建替 建替 

山田 03 × × ○ - 継続判定 △ ○ × × × × - 建替 建替 

山田 04 × × ○ - 継続判定 △ ○ × × × × - 建替 建替 

山田 05 × × ○ - 継続判定 △ ○ × × × × - 建替 建替 
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亀山 01 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 建替 

亀山 02 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 建替 

亀山 03 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 建替 

亀山 04 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 建替 

亀山 05 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 建替 

亀山 06 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 建替 

亀山 07 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 建替 

亀山 08 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 建替 

亀山 09･10 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 建替 

亀山 11･12 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 建替 

岩狩 01 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 建替 

岩狩 02 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 建替 

岩狩 03 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 建替 

岩狩 04 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 建替 

岩狩 05 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 建替 

岩狩 06 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 建替 

岩狩 07 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 建替 

岩狩 08 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 建替 

虹川 01 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 用途廃止 

三輪中央 01 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 建替 

三輪中央 02 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 建替 

三輪中央 03 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 建替 

三輪中央 04 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 建替 

三輪中央 05 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 建替 

三輪中央 06 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 建替 

三輪中央 07 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 建替 

三輪中央 08 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 建替 

三輪中央 09 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 建替 

三輪中央 10 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 建替 

三輪中央 11 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 建替 

三輪中央 12 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 建替 

三輪中央 13 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 建替 

三輪中央 14 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 建替 

三輪中央 15 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 建替 

三輪中央 16 △ - - - 継続判定 △ ○ ○ × × × - 建替 建替 
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三輪中央 17 △ - - - 継続判定 △ ○ ○ × × × - 建替 建替 

三輪中央 18 △ - - - 継続判定 △ ○ ○ × × × - 建替 建替 

三輪中央 19 △ - - - 継続判定 △ ○ ○ × × × - 建替 建替 

三輪中央 20 △ - - - 継続判定 △ ○ ○ × × × - 建替 建替 

三輪中央 21 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 建替 

溝呂井 01 × × × × 用途廃止 - - - - - - - - 建替(非現地)

溝呂井 02 × × × × 用途廃止 - - - - - - - - 建替(非現地)

溝呂井 03 × × × × 用途廃止 - - - - - - - - 建替(非現地)

溝呂井 04 × × × × 用途廃止 - - - - - - - - 建替(非現地)

溝呂井 05 × × × × 用途廃止 - - - - - - - - 建替(非現地)

溝呂井 06 × × × × 用途廃止 - - - - - - - - 建替(非現地)

溝呂井 07 × × × × 用途廃止 - - - - - - - - 建替(非現地)

溝呂井 08 × × × × 用途廃止 - - - - - - - - 建替(非現地)

溝呂井 09 × × × × 用途廃止 - - - - - - - - 建替(非現地)

溝呂井 10 × × × × 用途廃止 - - - - - - - - 建替(非現地)

溝呂井 11 × × × × 用途廃止 - - - - - - - - 建替(非現地)

小豆尻 01 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 建替 

小豆尻 02 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 建替 

小豆尻 03 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 建替 

小豆尻 04 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 建替 

小豆尻 05 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 建替 

小豆尻 06 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 建替 

小豆尻 07 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 建替 

小豆尻 08 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 建替 

小豆尻 09 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 建替 

小豆尻 10 × ○ - × 建替 - - - - - - - - 建替 

儀山 01 △ - - - 継続判定 ○ ○ ○ × × ○ ○ 個別改善① 個別改善① 

儀山 02 △ - - - 継続判定 ○ ○ ○ × × ○ ○ 個別改善① 個別改善① 

中岩田 01 △ - - - 継続判定 ○ ○ ○ × × ○ ○ 個別改善① 個別改善① 

中岩田 02 △ - - - 継続判定 ○ ○ ○ × × ○ ○ 個別改善① 個別改善① 

中岩田 03 ○ - - - 維持管理 - - - - × - ○ 個別改善③ 個別改善③ 

中岩田 04 ○ - - - 維持管理 - - - - × - ○ 個別改善③ 個別改善③ 

特公賃領家台 01 ○ - - - 維持管理 - - - - ○ - × 修繕対応 修繕対応 
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１ 活用手法別実施方針 

（１）建替 

現地での建替を基本とするが、需要の少ない団地や高度利用が困難な団地では移転・集約

により、各地域の拠点地区など高度利用が可能で生活利便性の高い地区での非現地建替を行

う。構造は耐火造とし、中高層化により敷地の有効利用を図るとともに、建替の整備水準に

基づき事業を実施する。建替後の戸数は、敷地の広さや形状などの状況を踏まえるとともに、

他団地の建替や用途廃止の実施に伴う管理戸数全体の推移を見ながら適宜検討して決定する。 

 

（２）個別改善 

個別改善は、対象住棟の安全性確保や居住性の状況、入居者の意向を踏まえて実施メニュ

ーを設定し、個別改善の整備水準に基づき事業を実施する。 

 

ア 長寿命化型 

（ア） 屋上・外壁・配管の耐久性向上 

屋上・外壁・配管に劣化が見られる住棟については、長期的に活用を図る中耐の住棟

で実施を検討する。 

（イ） 内壁の断熱性向上・耐久性向上に資する工事 

結露やカビの発生が著しく、かつ長期的に活用を図る中耐の住棟で実施を検討する。 

 

イ 居住性向上型 

（ア） 電気容量のアップ 

30 アンペアの電気容量に対応していない住戸について実施を検討する。 

（イ） 給水方式の変更 

6 面点検できない受水槽を使用する住棟で実施を検討する。 

（ウ） 給湯設備の設置 

浴槽・風呂釜を入居者が設置する住棟で、バランス釜又は給湯器を設置、中耐につい

ては、併せて 3箇所給湯の実施を検討する。 

（エ） 開口部のアルミサッシ化 

結露やカビの発生が著しく、かつ長期的に活用を図る中耐の住棟で実施を検討する。 

 

ウ 福祉対応型 

（ア） 浴室、便所等への手摺りの設置 

高齢化対応されていない住棟で実施を検討する。 

（イ） 浴槽の高齢者対応 

高齢者対応されていない住戸は、給湯設備の設置に合わせて実施を検討する。 

（ウ） 便器の高齢者対応 

下水道への切り替えや合併処理浄化槽の設置を行う際に洋式便器を設置するほか、和

式便器設置の住戸においては洋式便器への交換を検討する。 

 



 

82 

（エ） 住戸内部の段差解消・高齢者対応建具 

高齢者対応されていない住戸で、長期的に活用を図る中耐の住棟で実施を検討する。 

 

エ 安全性確保型 

（ア） 耐震改修・避難設備 

耐震性に課題のある住棟において、耐震改修工事等により躯体安全性を高めるほか、

非常時に円滑に避難できるよう避難設備や経路の確保を行う。 

（イ） 外壁落下防止改修・バルコニーの手摺りのアルミ化・ガス管の耐震性・耐食性向上 

外壁の剥落やバルコニーのスチール手摺り、ガス管の腐食が著しい住棟について実施

を検討する。 

 

■改善メニュー一覧 

 長寿命化型 居住性向上型 福祉対応型 安全性確保型 

個
別
改
善
① 

・ 躯体・屋上・外

壁・配管の耐久

性向上に資する

工事 

・ 内壁の断熱性向

上・耐久性向上

に資する工事 

・ 電気容量のアッ

プ 

・ 給水方式の変更 

・ 給湯設備の設置 

・ 開口部のアルミ

サッシ化 

・ 浴室、便所等へ

の手摺りの設置 

・ 浴槽、便器の高

齢者対応 

・ 住戸内部の段差

解消 

・ 高齢者対応建具 

・ 外壁落下防止改

修 

・ バルコニーの手

摺りのアルミ化 

・ ガ ス 管 の 耐 震

性・耐食性向上 

個
別
改
善
② 

－ 

・ 電気容量のアッ

プ 

・ 給水方式の変更 

・ 給湯設備の設置 

・ 開口部のアルミ

サッシ化 

・ 浴室、便所等へ

の手摺りの設置 

・ 浴槽、便器の高

齢者対応 

・ 住戸内部の段差

解消 

・ 高齢者対応建具 

・ 外壁落下防止改

修 

・ バルコニーの手

摺りのアルミ化 

・ ガ ス 管 の 耐 震

性・耐食性向上 

個
別
改
善
③ 

・ 躯体・屋上・外

壁・配管の耐久

性向上に資する

工事 

・ 内壁の断熱性向

上・耐久性向上

に資する工事 

－ － － 
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■社会資本整備総合交付金対象となる個別改善メニュー一覧(参考) 

 長寿命化型 居住性向上型 福祉対応型 安全性確保型 

住
戸
改
善 

・ 浴室の防水性向上

に資する工事 

・ 内壁の断熱性向

上・耐久性向上に

資する工事 

・ 配管の耐久性向上

に資する工事等 

・ 間取りの改修 

・ 給湯設備の設置 

・ 電気容量のアップ

・ 外壁・最上階の天

井等の断熱 

・ 開口部のアルミサ

ッシ化等 

・ 住戸内部の段差解

消 

・ 浴室、便所等への

手摺りの設置 

・ 浴槽、便器の高齢

者対応 

・ 高齢者対応建具 

・ 流し台、洗面台更

新等 

・ 台所壁の不燃化 

・ 避難経路の確保 

・ 住宅用防災警報器

等の設置 

・ アスベストの除去

等 

・ ピッキングが困難

な構造の玄関扉の

錠、補助錠の設置、

破壊が困難なガラ

スへの取替、防犯

上有効な箇所への

面格子等の防犯建

物部品の設置等 

共
用
部
分
改
善 

・ 躯体・屋上・外壁・

配管の耐久性向上

に資する工事 

・ 避難施設の耐久性

向上等 

・ 給水方式の変更 

・ 外壁断熱化対応 

・ 共視聴アンテナ設

備設置 

・ 地上デジタル放送

対応（当該建物に

起因する電波障害

対策の既設共聴ア

ンテナ等の改修も

含む）等 

・ 廊下、階段の手摺

り設置 

・ エレベーターの設

置・機能向上 

・ 段差の解消 

・ 視覚障害者誘導用

ブロック等の設置

等 

・ 耐震改修 

・ 外壁落下防止改修

・ バルコニーの手摺

りのアルミ化 

・ 防火区画 

・ 避難設備の設置 

・ アスベストの除去

等 

・ エレベーターかご

内の防犯カメラ設

置 

・ 地震時管制運転装

置等の設置等 

屋
外
・
外
構
改
善 

・ 配管の耐久性・耐

食性向上に資する

工事等 

・ 雨水貯留施設の設

置 

・ 地上デジタル放送

対応（当該建物に

起因する電波障害

対策の既設共聴ア

ンテナ等の改修も

含む） 

・ 集会所の整備･増

改築 

・ 児童遊園の整備 

・ 排水処理施設の整

備等 

・ 屋外階段の手摺り

の設置 

・ 屋外通路等の幅員

確保 

・ スロープの設置 

・ 電線の地中化等 

・ 屋外消火栓設置 

・ 避難経路となる屋

外通路等の整備 

・ 屋外通路等の照明

設備の照度確保 

・ ガス管の耐震性・

耐食性向上 

・ 防犯上有効な塀、

柵、垣、植栽の設

置等 

 

（３）用途廃止 

耐用年限を経過するなど老朽化している住棟については、入居者が退去次第市営住宅等と

しての用途を廃止後、解体し、市有地として他の用途への活用や民間への売却について検討

する。 
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２ 事業プログラム 

（１）建替（事業期間については現入居者に対する事前説明及び基本設計等の期間を含む。） 

団地 戸数 建設年 構造 活用手法 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34～

溝呂井 24 S46～47 簡平・簡二 建替(非現地)            

松中 123 S40～43 簡二 建替            

岩狩 102 S45～48 簡二 建替            

山田 51 S42～44 簡平・簡二 建替            

亀山 42 S44～45 簡平・簡二 建替            

幸町 42 S40～42 簡二 建替(非現地)            

三輪中央 37 S45～55 木造・簡平・簡二 建替            

小豆尻 50 S48～51 簡二 建替            

 

（２）個別改善（優先度を勘案し、順次実施する。） 

団地 管理番号 戸数 建設年 構造 活用手法 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H32 H32 H33 H34～

汐浜２区 01 24 S42 中耐 個別改善①            

みたらい 01 24 S42 中耐 個別改善①            

みたらい 02 24 S43 中耐 個別改善①            

みたらい 03 16 S44 中耐 個別改善①            

中央 01 8 H1 低耐 個別改善②            

中央 02 4 H1 低耐 個別改善②            

森ケ峠 01 20 S47 中耐 個別改善①            

森ケ峠 02 30 S47 中耐 個別改善①            

相生 01 16 S48 中耐 個別改善①            

相生 02 24 S49 中耐 個別改善①            

相生 03 16 S50 中耐 個別改善①            

相生 04 16 S52 中耐 個別改善①            

高洲 01 8 S48 中耐 個別改善①            

高洲 02 24 S48 中耐 個別改善①            

高洲西 01 16 S46 中耐 個別改善①            

緑町 01 24 S59 中耐 個別改善①            

緑町 02 24 S60 中耐 個別改善①            

緑町西 01 16 S51 中耐 個別改善①            

虹ケ浜西 01 8 S62 簡二 個別改善②            

儀山 01 24 S60 中耐 個別改善①            

儀山 02 16 S62 中耐 個別改善①            

中岩田 01 12 H1 中耐 個別改善①            

中岩田 02 12 H1 中耐 個別改善①            

中岩田 03 12 H3 中耐 個別改善③            

中岩田 04 12 H3 中耐 個別改善③            
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１ 長寿命化型改善内容の検討 

外壁、屋上、給排水管については、現在の仕様よりも耐久性、耐候性の高いものを使用し長

寿命化を図る。 

 

２ ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の算出 

長寿命化型改善を実施するにあたって、国の公営住宅等長寿命化計画策定指針の LCC 算出の

考え方に基づき、標準的な LCC の縮減効果を算出する。 

改善事業を実施しない場合と実施した場合の年平均 LCC の差が LCC 縮減効果となる。改善事

業を実施しない場合の LCC は、建設から次回更新までの使用年数における修繕費と建替費を合

わせたもので、改善事業を実施した場合の LCC は、建設から次回更新までの使用年数における

修繕費と改善費、建替費を合わせたものとなる。 

 

■LCC 縮減効果の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建
設
費 

修
繕
費 

建
設
費 

建
設
費 

建
設
費 

改
善
費 

修
繕
費 

建
設
費 

市町村の実 情

に合わせて設

定します。 

改善事業を実施するこ

とに加え、使用年数が

長くなるためＬＣＣは

大きくなります。 

使用 

年数 

年平均で考えると 

Ｌ
Ｃ
Ｃ 

年
平
均
Ｌ
Ｃ
Ｃ 

使用 

年数 

改善事業を実施す

ると、使用年数は長

くなります。 

通常は耐用年数範

囲内で設定します。

年平均改善額 

ＬＣＣ改善額がプ

ラスになる場合の

み長寿命化の効果

が高いものとなり

交付金対象となり

ます。 

（改善事業を実施しない場合） （改善事業を実施した場合） 
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３ 算出方法 

長寿命化型改善事業を実施する場合、実施しない場合、それぞれの場合について建設時点か

ら次回の建替までに要するコストを算出し、住棟単位で年当りのコスト比較を行う。 

 

①1棟の LCC 改善効果＝LCC（計画前）－LCC（計画後） 

②LCC（計画前）＝（累積修繕費＋建替工事費）／使用年数 

③LCC（計画後）＝（累積修繕費＋長寿命化型改善工事費＋建替工事費）／使用年数 
 

 

４ 算出結果 

算出の結果、全ての住棟で LCC 縮減効果があり、効果の小さいものでも年間 1 棟当たり 184

千円、大きいものでは 688 千円の縮減効果が見られる。 
 

■住棟別 LCC 縮減効果 

団地名 住棟 戸数 構造 建設年度 残耐用年数 改善回数 LCC 縮減効果

汐浜２区 1 号棟 24 中層耐火 S42 26 1 688 千円

みたらい 1 号棟 24 中層耐火 S42 26 1 688 千円

みたらい 2 号棟 24 中層耐火 S43 27 1 688 千円

みたらい 3 号棟 16 中層耐火 S44 28 1 459 千円

森ケ峠 1 号棟 20 中層耐火 S47 31 2 459 千円

森ケ峠 2 号棟 30 中層耐火 S47 31 2 688 千円

相生 1 号棟 16 中層耐火 S48 32 2 367 千円

相生 2 号棟 24 中層耐火 S49 33 2 551 千円

相生 3 号棟 16 中層耐火 S50 34 2 367 千円

相生 4 号棟 16 中層耐火 S52 36 2 367 千円

高洲 1 号棟 8 中層耐火 S48 32 2 184 千円

高洲 2 号棟 24 中層耐火 S48 32 2 551 千円

高洲西 1 号棟 16 中層耐火 S46 30 2 367 千円

緑町 1 号棟 24 中層耐火 S59 43 2 551 千円

緑町 2 号棟 24 中層耐火 S60 44 2 551 千円

緑町西 1 号棟 16 中層耐火 S51 35 2 367 千円

儀山 1 号棟 24 中層耐火 S60 44 2 551 千円

儀山 2 号棟 16 中層耐火 S62 46 3 276 千円

中岩田 1 号棟 12 中層耐火 H1 48 3 207 千円

中岩田 2 号棟 12 中層耐火 H1 48 3 207 千円

中岩田 3 号棟 12 中層耐火 H3 50 3 207 千円

中岩田 4 号棟 12 中層耐火 H3 50 3 207 千円
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１ 公営住宅制度の見直しへの対応 

「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する

法律」に基づき、公営住宅法が一部改正されたことにより、公営住宅の整備基準及び収入基準

の条例委任について検討する必要がある。 

 

２ 入居者と合意形成に向けた方策 

長寿命化を含めたストック活用の実施にあたっては、入居者との合意形成が重要となる。そ

のため、建替事業や改善事業の実施にあたっては、入居者を対象とした説明会やパンフレット

配布等による情報提供を行うなど、事業の概要を周知することで、効率的に計画を推進してい

く。 

また、建替及び改善時の移転、仮住居については、入居者の負担の軽減を図り、入居者の意

向に応じた他団地への住み替え、住み慣れた地区の近隣団地への仮移転を実施し、特に建替に

伴う新築住宅への入居については、家賃の負担軽減措置を講じるとともに、住み替えを希望す

る入居者については十分な説明を行い、家賃の支払いが困難な方には、住み慣れた地区の近隣

団地への移転など、柔軟な対応を行う。 

用途廃止となる団地の入居者へは、早期に事業計画の概要の周知を図り、十分理解を得たう

えで、統合される団地への移転や希望する団地への住み替え等を進めていく。 

 

３ 他の事業主体との連携方針 

国や県の住宅政策の動向の把握に努め、連携を図りながらストック活用を推進する。特に県

の公営住宅部局との連携を密にし、県営住宅の建替等による戸数の増減を早期に把握し、本市

全体の公営住宅等の戸数について需給バランスの検討を行い、建替事業や改善事業の実施に取

り組むこととする。 

 

４ 入居制度等の見直しの検討 

世帯と住戸のミスマッチ解消のための住み替え促進制度の導入について、必要に応じて検討

を行うなど、公平で効率的なストック活用を図る。 

特に、悪質滞納者に対しては家賃の支払い及び住宅明渡しに係る訴訟を提起し、必要に応じ

て強制執行の申立てをするなどの厳格な対応を行う。 

 

５ 建替等に伴う住環境の整備方針 

住宅を使用する者にとって重要な室内環境、駐車場の確保や緑地などの室外環境を整備する

とともに、既存団地の敷地を有効に活用するため、必要に応じて建築物の高層化を図る。 

また、建築物の長寿命化のために必要な維持管理のしやすさや、耐久性など建築物の品質、

性能の向上を図るとともに、景観への配慮やユニバーサルデザインを取り入れた整備に努める。 

公営住宅供給に関する制度としては、地方公共団体による建設、買取り、借上げ、ＰＦＩ等

があるが、それぞれに長所、短所があり、効率的な供給を行うため、各制度の比較検討を行う。 
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６ 建替戸数の検討 

建替にあたっては、本市における人口の減少や、民間、県営住宅とのバランス、敷地面積、

形状等を勘案し戸数を検討する。 
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